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重点的に実施する施策及びその達成目標 関係省庁 進 ちょく 状 況

１．啓発・広報

① 啓発・広報活動の推進

○ 共生社会の理念の普及 １ 障害者週間の行事の実施等を通じて、共生社会の理念の普及を図る。 内閣府 〇 「地域社会における共生等」などが盛り込まれた障害者基本法改正案は、平成23年4月22日に国会へ提出され、衆

等 特に、将来を担う若者に対する啓発・広報を一層推進する。 議院において一部修正の上、同年6月16日に全会一致で可決され、同年7月29日に参議院において全会一致で可決・

また、障害のある人が障害のない人と同じように生活するために必要 成立し、同年8月5日に公布・施行（一部を除く）された。これらに基づき取組を推進。

な配慮・工夫について国民の理解と協力を得るため、啓発・広報を推進

する。 ○ 広く小中学生を中心に募集する「心の輪を広げる体験作文」及び「障害者週間のポスター」表彰事業や同優秀作

品を掲載した「作品集」の全国の小・中・高等学校等への配付等を確実に実施することにより、引き続き若年層へ

の関心と理解の浸透を図った。

・共生社会の周知度

世代全体 40.2％〔19年〕→ 50％〔24年〕 ○ 「障害を理由とする差別等に関する意識調査」（平成21年度及び24年度実施）について、内閣府障害者施策ホー

・共生社会の周知度 ムページに掲載するとともに、平成21年度分については平成22年版の障害者白書に掲載し、周知を図った。

若者（20代） 26.7％〔19年〕→ 50％〔24年〕

○ アジア太平洋障害者の十年最終年を記念した「障害者フォーラム2012」において、障害者関係功労者の内閣総理大

臣表彰（個人24名、団体５団体）を行った。

○ 障害者に関する世論調査（平成24年７月実施）により、共生社会の周知度は世代全体で40.9％、若者（20代）で34.

8％と目標に至らなかったが、前回より増加し特に若者（20代）では前回を大きく上回った。「言葉だけは聞いたこ

とがある」を含めれば、世代全体で７割近く（65.1％）が「知っている」と回答しており、前回（61.4％）より上

昇している。

法務省 ○ 障害のある人に対する偏見や差別を解消するため、「障害のある人の自立と社会参加を進めよう」を人権啓発活

動の年間強調事項として掲げ、１年を通じて全国各地で、講演会や座談会の開催、新聞・雑誌等による広報、啓発

冊子等の配布、各種イベントにおける啓発活動を実施。

文部科学省 ○ 保護者、教育関係者をはじめ広く社会一般の人々に対し、障害のある子どもとその教育について理解啓発を図る

ため、特別支援教育全国フォーラムを開催。（平成20年度まで）

○ 障害者週間行事の一つとして、障害のある児童生徒の保護者、学校教育関係者、関係団体の人々を対象に、特別

支援教育に係わる最新の全国的な状況や取組について関係者が提供した情報をもとに、特別支援教育を推進するた

めの協議を実施する「全国特別支援教育振興協議会」を実施。

厚生労働省 ○ 障害者週間の中央行事のひとつとして、自らの障害を克服し自立更生をして他の障害者の模範となる者等に対し

て、「障害者自立更生等厚生労働大臣表彰」を実施。（平成24年12月6日）

○ 精神保健福祉普及運動を開催。（平成24年10月22日～28日、厚生労働省・都道府県・市区町村）

○ 第60回精神保健福祉全国大会を開催。（平成24年10月26日・宮崎県宮崎市）

〇 発達障害啓発週間において行事等を実施。（平成24年4月2日～８日、厚生労働省・都道府県等・関係団体）

○ 精神障害、知的障害、 ２ 国民の障害及び障害者に対する理解を引き続き促進する。とりわけ、 内閣府 ○ 平成23年度「障害者週間連続セミナー」において、知的障害、発達障害等の理解促進を目的とする講演、パネル

発達障害等に係る一層の 国民の理解が遅れているとされる精神障害、知的障害、発達障害等につ ディスカッション等を実施。

理解促進 いては、その障害の特性や必要な配慮等に関し、国民の理解と協力が
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得られるよう一層の啓発・広報を推進する。 法務省 ○ 障害のある人に対する偏見や差別を解消するため、「障害のある人の自立と社会参加を進めよう」を人権啓発活

動の年間強調事項として掲げ、1年を通じて全国各地で、講演会や座談会の開催、新聞・雑誌等による広報、啓発冊

子等の配布、各種イベントにおける啓発活動を実施。

文部科学省 ○ 平成20年度より、独立行政法人国立特別支援教育総合研究所の「発達障害教育情報センター」において、教育関

係者や保護者、一般国民に対し、インターネットを通じて発達障害に関する各種教育情報の提供や理解啓発、教員

研修用講座の配信を実施。

厚生労働省 ○ 精神保健福祉普及運動を開催。（平成24年10月22日～28日、厚生労働省・都道府県・市区町村）

○ 第60回精神保健福祉全国大会を開催。（平成24年10月26日・宮崎県宮崎市）

○ 発達障害啓発週間において行事等を実施。（平成24年4月2日～8日、厚生労働省・都道府県等・関係団体）

３ また、地域社会における障害者への理解を促進するため、福祉施設、 内閣府 〇 地域との連携を中心とした「障害者に係る共生社会実践活動 事例集」（平成21年作成）について、各都道府県・

教育機関等と地域住民等との日常的交流の一層の拡大を図る。 指定都市障害福祉担当課等に配布する一方、ホームページに掲載。

文部科学省 ○ 特別支援学校の学習指導要領等において、「家庭や地域社会との連携を深める」とともに学校生活全体を通じて、

障害のある子どもと「地域の人々などと活動を共にする機会を積極的に設ける」ことを規定。（平成20年度～）

○ 小・中学校等の学習指導要領等において、障害のある幼児児童生徒を含め、「家庭や地域社会との連携を深める」

ことを規定。（幼・小・中：平成20年度～、高・特：平成21年度～）

厚生労働省 ○ 「障害者自立支援法に基づく障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準」等において、事業

等の運営に運営に当たっては、地域住民又はその自発的な活動等との連携及び協力を行う等の地域との交流に努め

なければならないとしている。

○ 障害者権利条約及び障 ４ 我が国が署名し、今後締結を目指している「障害者の権利に関する条 外務省 ○ 条約採択の経緯、条文の仮訳文等の関連情報を外務省ＨＰに掲載し、内容の周知に努めている。

害者関連法令の周知 約」への関心を高めるため、同条約の国民への周知を図る。

５ また、国民の障害者に対する理解を促進し、障害者の人権の確保等を 内閣府 ○ 平成23年度「障害者週間連続セミナー」において、「障害者権利条約～震災を踏まえて～」をテーマとする講演

図るため、同条約等に係る関連法令を含む障害者関連法令の国民への周 会を実施。また、平成24年度の同セミナーでは、国連障害者権利委員会のマッカラム委員長をお招きしてのパネル

知を図る。 ディスカッションや権利条約をテーマにした講演会を開催。

厚生労働省 ○ 平成20年に障害者雇用納付金制度の対象事業主の拡大等を内容とする改正障害者雇用促進法が成立したことから、

事業主向けのパンフレットを作成し、障害者雇用義務制度の対象となる全事業主に送付するとともに、都道府県労

働局において事業所別説明会・中小企業向け説明会を開催。

国土交通省 ○ 『高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律以下「バリアフリー法」という。』の国民への周知の

ため、同法関連のパンフレットを各種会議等において配布。

○ 障害者の利活用への配 ６ 障害者が利活用する視覚障害者誘導用ブロック、補助犬、補装具等に 内閣府 ○ 内閣府ＨＰにおいて各省及び各障害者団体が作成している障害者に関するマークを掲載し、周知を図っている。

慮等に係る啓発・広報の 対する理解を促進するとともに、円滑な利活用に必要な配慮等について 平成24年版障害者白書にも８種類のマークを掲載。

充実 周知を図る。

特に、障害者用駐車スペースにおける不適切な利用を防止するなど、 厚生労働省 ○ 平成19年10月に補助犬法が改正され、①補助犬使用者や受け入れ側施設からのトラブルに対する相談窓口を各都

当該駐車スペースを必要とする障害者等が円滑に利用できるようにする 道府県、政令市、中核市に設置（平成20年4月１日施行）、②一定規模以上の民間企業では、勤務している身体障害
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ため、当該駐車スペース及びいわゆる国際シンボルマークの趣旨の周知 者の補助犬使用の受け入れの義務化（平成20年10月１日施行）が行われた。これにあわせ、リーフレット、ステッ

や、分かりやすい表示の普及等を図る。 カーを作成し、周知を図っている。

障害者団体等が作成する各種障害を対象とした啓発、周知等のための 平成24年度政府広報には１件が採用。また、厚生労働省ホームページ内に補助犬専用ホームページを開設して

マークについて、国民への情報提供を行い、その周知を図る。 おり、利用方法や受け入れ、補助犬の実働頭数等について、随時更新を行っている。

国土交通省 ○ 各施設の望ましい整備内容を示したガイドラインにおいて、視覚障害者誘導用ブロック、障害者用駐車スペース

の整備方法を示すとともに、障害者等用駐車場の適正利用に資するパンフレットを作成するなど、障害者の利活用

への配慮等に係る普及啓発を実施。

○ 多様な媒体を活用した ７ インターネットの活用等、創意工夫のある広報媒体・広報手段を活用 内閣府 ○ 内閣府のホームページの中に障害者施策担当のホームページを開設し、啓発等障害者施策に関する情報を提供。

啓発・広報の推進 した効率的・効果的な啓発・広報を推進する。

〇 平成22年１月より開催された障がい者制度改革推進会議では、毎回の会議の開始から終了までの全状況をインタ

ーネットによるオンデマンド配信にとして、動画、音声、手話、要約筆記の文字情報により提供している。加えて

会議資料を当日会議開始前までに内閣府ホームページに掲載し、事後的には議事要録も掲載。平成24年7月から開催

されている障害者政策委員会に継承されている。

文部科学省 ○ 季刊誌「特別支援教育」や文部科学省ＨＰ、独立行政法人国立特別支援教育総合研究所ＨＰを通じて、国民に特

別支援教育について情報を提供。

○ 平成20年度より、独立行政法人国立特別支援教育総合研究所の「発達障害教育情報センター」において、教育関

係者や保護者、一般国民に対し、インターネットを通じて発達障害に関する各種教育情報の提供や理解啓発、教員

研修用講座の配信を実施。

厚生労働省 ○ 障害者施策に係る広報活動の一環として、省ホームページによる広報を行った。

○ 「発達障害情報・支援センター」において、発達障害者やその家族等に対し、インターネットを通じて、発達障

害にかかる生活支援や社会参加等に関する情報の提供を実施。

○ 関係機関の連携・協力 ８ 企業及び民間団体との連携、マスメディアの協力による啓発・広報を 内閣府 ○ 平成23年12月７日、８日の２日間、東京で、障害者に関する様々なテーマを取り上げ活動している民間団体等が交

による啓発・広報の推進 推進するとともに、人権擁護、福祉、労働、教育等の各行政分野の連携 替で連続してセミナー等を開催する「障害者週間連続セミナー」ーを実施。（平成17年度以降同内容で実施）

による幅広い啓発・広報を推進する。

○ 全国の障害者週間関連行事を一括して紹介するホームページの更新。

○ 鉄軌道事業者の協力による「障害者週間のポスター」28000枚の駅等への掲示。

○ 政府広報として、国民理解促進のための広報活動を実施。

法務省 ○ 障害のある人に対する偏見や差別を解消するため、「障害のある人の自立と社会参加を進めよう」を人権啓発活

動の年間強調事項として掲げ、１年を通じて全国各地で、講演会や座談会の開催、新聞・雑誌等による広報、啓発

冊子等の配布、各種イベントにおける啓発活動を実施。

厚生労働省 ○ 平成19年10月の補助犬法改正により、補助犬使用者や受け入れ側施設からのトラブルに対する相談窓口が各都道

府県、政令市、中核市に設置（平成20年4月1日施行）され、一定規模以上の民間企業では、勤務している身体障害

者の補助犬使用の受け入れが義務化（平成20年10月1日施行）されたところ。

改正内容の周知を図るため、リーフレット、ステッカーの配布や政府広報を実施。
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○ 「心のバリアフリー」 ９ バリアフリー化の推進に関する取組を表彰し、その取組を広く普及さ 内閣府 ○ 「心のバリアフリーガイド（モデル版）」を作成し、都道府県等へ配布。(平成22年度)

の推進 せること等により、障害者が自立した日常生活及び社会生活を確保する

ことの重要性について国民の理解を深め、誰もが障害者等に自然に手助

けすることのできる「心のバリアフリー」を推進する。

② 福祉教育等の推進

○ 相互理解の促進 10 障害のある幼児児童生徒と障害のない幼児児童生徒との相互理解を深 文部科学省 ○ 特別支援学校と小・中学校等との交流及び共同学習の実施に資するため、「交流及び共同学習ガイド」を文部科

めるための活動を一層促進する。 学省ホームページに掲載。（平成20年度～）

○ 独立行政法人国立特別支援教育総合研究所において、教員を対象とした交流及び共同学習推進指導者研究協議会

を実施。

参加者数 （平成20年度） （平成21年度） (平成22年度) （平成23年度） （平成24年度）

69人 70人 77人 71人 68人

○ 特別支援学校及び小・中学校等の学習指導要領等において、障害のある子どもと障害のない子どもとの交流及び

共同学習の機会を設ける旨を規定。（幼・小・中：平成19年度～、高・特：平成20年度～）

○ 障害者を理解するため 11 小・中学校等の特別活動等において、障害者に対する理解と認識を深 文部科学省 ○ 新学習指導要領（平成20年３月告示）においては、総則において、障害のある子どもと障害のない子どもの交流

の教育の推進 めるための指導を推進する。 及び共同学習の機会を設ける旨を規定するとともに、例えば特別活動において、障害のある人々などとの触れ合い

などの活動を充実する旨を規定しており、平成24年度においては、新学習指導要領の趣旨や内容について理解を深

め、新学習指導要領が円滑に実施されるよう、指導主事等を対象とした説明会の開催などを通じて周知を図った。

③ 公共サービス従事者等に対する障害者理解の促進

○ 行政機関、企業等の職 12 行政機関、企業等の職員に対し、障害者への配慮マニュアルの活用、 全省庁 ○ 平成21年３月、「公務部門における障害者雇用ハンドブック－誰もが生き生きと働ける職場を目指して－」を障

員に対する障害者理解の 各種研修の実施等により、障害の特性や必要な配慮等に関し周知を図り、 害者施策推進課長会議において決定し、公表した。

一層の促進 その一層の理解と協力を促進する。 各省庁等の協力で策定した「公共サービス窓口における配慮マニュアル-障害のある方に対する心の身だしな

み-」について、22年度以降も内閣府障害者施策ホームページ掲載などで周知を進めた。

○ 新採用職員に対する研修において、障害者施策のあり方に関する講義を行い、障害者に対する理解の促進・徹底

を図った。【内閣府】

○ 警察学校や警察署等の職場において、新たに採用された警察職員に対する採用時教育の段階から、障害者施設へ

の訪問実習、手話講習、有識者による講話等、障害者の特性や障害に配慮したコミュニケーション等への理解を深

めるための研修を実施。【警察庁】

○ 平成20年３月、「人権に配意した警察活動のための手引」を作成し、各都道府県警察等に配布して、警察職員の

障害者に関する理解を促進。【警察庁】

○ 障害者に対する理解の促進を図るため、国税局及び税務署に勤務する職員を対象に、障害者等への接し方を取り

入れた接遇研修、「公共サービス窓口における配慮マニュアル」の周知、外部講師によるバリアフリー研修等を実

施している。【財務省】
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○ バリアフリー法の対象として明確化された知的障害のある人、発達障害のある人、精神障害のある人が安心して

移動や施設利用できるよう、公共交通機関、商業施設等において職員が対応する際のポイントを内容とし、障害の

理解にも資する「応対ハンドブック」を作成し、周知を図っている。【国土交通省】

○ 平成19年度及び平成23年度に実施した知的障害者等の職場体験実習及び平成20年度から実施しているチャレンジ

雇用を通じて障害者に対する配慮などについて職員に周知し、理解と協力の促進を図っている。【防衛省】

④ ボランティア活動の推進

○ ボランティア活動及 13 児童生徒、地域住民等のボランティア活動への理解を引き続き促進す 内閣府 ○ 地域社会において障害者と企業、ＮＰＯ等を含む社会の構成員が主体的に共生社会の実現に向けて取り組み成果

企業等の社会貢献活動 るとともに、企業やその職員等の社会貢献活動の充実を図るため、取組 をあげている多様な取組事例を収集、分析し、広く周知するため、「障害者に係る共生社会実践活動事例の調査」

理解促進 事例の紹介等により、その一層の理解と協力を促進する。 を平成21年度に実施したが、22年度にその事例集を各都道府県等担当課等に配布するとともに以降内閣府ホームペ

ージ に掲載している。

文部科学省 ○ 新学習指導要領（平成20年３月告示）においては、総則や特別活動等の中でボランティア活動などの体験活動を

行うことと規定するなど、学校教育におけるボランティア活動を推進する内容となっており、平成23年度において

は、新学習指導要領の趣旨や内容について理解を深め、新学習指導要領が円滑に実施されるよう、指導主事等を対

象とした説明会の開催などを通じて周知を図った。

○ 「豊かな体験活動推進事業」において、障害者とのふれあい体験や自然の中での長期宿泊体験活動など様々な体

験活動を実施。（平成21年度までは委託事業、平成22年度からは補助事業として実施。）

（平成20年度） （平成21年度） （平成22年度） （平成23年度） （平成24年度）

628校 349校 59校 40校 40校

厚生労働省 ○ 平成19年度より、ボランティア分野を含め、地域福祉の一層の推進を図るため、地方公共団体や民間団体等にお

いて、既存の制度のみでは充足できない問題や制度の狭間にある問題など、地域社会における今日的課題の解決を

目指す先駆的な取組である「地域福祉等推進特別支援事業」を実施。

○ ボランティア活動の社会的評価の向上を図るため、福祉分野等のボランティア活動を永年率先して行い、功績が

顕著な個人やグループ・団体（企業含む）、学校等に対し、「ボランティア功労者に対する厚生労働大臣表彰及び感

謝状」の贈呈を実施。平成24年度は、63名、154団体、11校に贈呈した。

２．生活支援

① 利用者本位の生活支援体制の整備

○ 利用者の立場に立った 14 障害者自立支援法の施行状況等を踏まえ、その抜本的な見直しの検討 厚生労働省 ○ 低所得（市町村民税非課税）の障害者等につき、福祉サービス及び補装具に係る利用者負担を無料とした（平成

サービス体系の実現と事 を進めるとともに、利用者負担の見直しと事業者の経営基盤の強化に取 22年4月から実施）。

業者の経営基盤の強化 り組む。 障害者自立支援法の一部改正により、利用者負担について、応能負担であることを法律上明確にした（平成24年

４月から）。

障害者自立支援法の一部改正により、障害福祉サービス等と補装具の利用者負担を合算し、負担を軽減する仕組

みを導入した（平成24年４月から）。
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○ 障害福祉サービスの報酬の額について、事業者の経営基盤の安定やサービスの質の向上等を目的に、プラス5.1％

の改定を実施（平成21年４月実施）。

福祉・介護職員の処遇改善の確保等のため、プラス2.0％の改定を実施（平成24年４月実施）。

○ 障がい者制度改革推進本部の下での障害者制度改革の中で、障害者自立支援法を廃止し、「制度の谷間」がなく、利

用者の応能負担を基本とする総合的な制度（「障害者総合福祉法」（仮称））をつくることとされており、障がい者制度改

革推進会議の下に「総合福祉部会」を設けて検討を行った。（平成22年4月～平成23年8月）

○ 障害者基本法の改正や障がい者制度改革推進本部等における検討を踏まえて、「障害者の日常生活及び社会生活

を総合的に支援するための法律（障害者総合支援法）」が平成24年6月に成立した（平成25年4月（一部26年4月）

施行）。

○ 地域自立支援協議会を 15 ライフサイクルを通じた障害福祉サービスの利用援助や当事者による 厚生労働省 ○ 地域自立支援協議会において、相談支援を充実させるため、障害者自立支援対策臨時特例交付金による「地域自

中心とした相談支援体制 相互支援（ピアカウンセリング）、権利擁護のために必要な援助等を提 立支援協議会運営強化事業」を創設した（平成21年度～平成24年度において実施）。

の充実 する体制の充実のために、地域自立支援協議会を中心としたネットワー ※障害者自立支援法の一部改正により、平成24年度より「自立支援協議会」として法定化。

クを構築する。 設置済市町村

（平成20年4月） （平成21年4月） （平成22年4月）

地域自立支援協議会の設置市町村数 1,188市町村（1,811市町村のうち） 1,426市町村(1,798市町村のうち) 1,485市町村（1,750市町村のうち）

700市町村〔19年〕→ 全市町村〔24年〕

(平成23年4月) （平成24年4月）

1,444市町村（被災３県を除く1,619市町村のうち） 1,629市町村(1,742市町村のうち)

16 国立専門機関等において、地域で生活する障害者や支援者が、障害の 厚生労働省 ○ 国立身体障害者ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝｾﾝﾀｰにおいて、身体障害だけでなく障害全体を視野に入れた取り組みを行うため、平

特性に応じた支援方法などについて、より高度な専門的・技術的支援を 成20年10月に名称を国立障害者ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝｾﾝﾀｰに変更するとともに、発達障害に関する情報の収集・提供等を図る

受けることができる体制を整備する。 ために平成20年３月に厚生労働省内に設置された「発達障害情報ｾﾝﾀｰ」を国立障害者ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝｾﾝﾀｰに移管すると

ともに病院部門に新たに発達障害の診療体制を整備した。また、頸髄損傷等の重度障害者を新たに受け入れるため

の体制整備を図るとともに、必要な施設の改修工事を行った（平成20年度から平成21年度まで）。

○ 国立障害者ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝｾﾝﾀｰにおいて、平成20年度より３か年のモデル事業として、青年期発達障害者の地域生活

移行への就労支援に関するモデル事業を取り組んだ。平成23年度も継続し病院部門、障害者支援施設（自立支援局）

と地域の発達障害者支援センター、就労支援機関、地域支援機関（障害者就業・生活支援センター等）の連携によ

る地域モデルを運用し、福祉サービスを利用し就労を希望する青年期にある発達障害者の診断・評価等の開発、社

会生活上の課題に対する支援を含む就労移行支援に必要な訓練プログラムの開発、就労支援機関との連携モデル開

発、補完手段としての機器の開発研究に取り組んだ。その成果として発達障害者の就労支援のポイント集を発達障

害情報・支援センター（平成23年10月名称変更）が中心となり平成23年6月発行した。

〇 平成21年度から、地域の発達障害者支援センター、就労支援機関、地域支援機関（障害者就業・生活支援センタ

ー等）の連携による地域モデルを構築し、その運用により定量的な行動評価方法の確立、就労移行支援に必要な介

入方法の開発を行った。

また、発達障害者の生活と就労を支援する福祉機器のニーズを明らかにするとともに、発達障害者の就労支援の

ための事例集の開発に着手した。
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○ 乳幼児期における障害 17 乳幼児期における障害児への支援について、障害児施設等による療育 厚生労働省 ○ 障害児の将来の自立に向けた発達支援、ライフステージに応じた一貫した支援、家族を含めたトータルな支援、

児への支援 や家族への支援を行うとともに、保育所や幼稚園等においても、他の子 できるだけ子ども・家族にとって身近な地域における支援の具体的な施策について検討するため、「障害児支援の

どもとの生活を通して共に成長できるよう対応することが子どもの発育 見直しに関する検討会」を開催し、平成20年7月に報告書を取りまとめたところ。

にとって重要であるので、障害児を受け入れている保育所や幼稚園等に

対し、専門性を持った障害児施設等から巡回支援を実施するなど、環境 ○ 保育所等に通う障害児に対して、集団生活への適応を支援するため、児童福祉法の一部改正により、「保育所等

を整備する。 訪問支援」を創設。（平成24年度から）

○ 成年後見制度の利用促 18 パンフレットの作成・配布やホームページによる情報提供等により、 法務省 ○ 成年後見制度等に関するパンフレットを作成して関係団体等に配布するとともに、法務省のホームページに成年

進等による権利擁護 引き続き、成年後見制度の利用方法等の一層の周知を図るとともに、成 後見制度等に関するＱ＆Ａを掲載することにより、成年後見制度等を周知。

年後見制度等の利用を支援する。

○ 日本司法支援センターのホームページに成年後見に関するＦＡＱ（よくある質問と回答）を掲載して成年後

見制度等を紹介。

厚生労働省 ○ 障害福祉サービスの利用時に成年後見制度を利用する場合、申立に要する経費や後見人等の報酬の全部又は一部

を助成する「成年後見制度利用支援事業」を実施。

○ 障害者自立支援法の一部改正により、成年後見制度利用支援事業を市町村地域生活支援事業として必須事業化。

（平成24年度から）

○ 矯正施設に入所してい 19 厚生労働行政と法務行政が連携を図り、矯正施設に入所している障害 法務省 ○ 法務省と厚生労働省において，障害等により自立が困難な矯正施設入所者が出所後直ちに福祉サービスを受けら

る障害者等の地域生活支 者等について、相談支援事業を活用することなどにより、社会復帰に向 厚生労働省 れるようにするため，矯正施設内の社会福祉士等を活用した相談支援体制を整備し，福祉ニーズの掘り起こしを行

援の推進 けた地域生活支援を推進する。 うとともに，保護観察所と「地域生活定着支援センター」が連携して，矯正施設入所中から福祉サービスにつなげ

るための支援等を実施（平成21年度から実施）。

法務省 ○ 帰住先が確定しないなどの理由により出所後，直ちに福祉による支援が困難な者について，全国57の更生保護施

設を受入施設として指定し，福祉の専門的資格や実務経験を有するスタッフが中心となり，福祉への移行準備及び

社会生活に適応するための実効性ある指導・訓練を実施（平成21年度から実施）。

厚生労働省 ○ 共同生活介護事業所等において、矯正施設から障害者を受け入れる際の必要な調整等の支援に対して、障害者自

立支援対策臨時特例交付金による助成事業を創設した（平成21年度から平成24年度において実施）。

○ 共同生活介護事業所等において、矯正施設退所者等について地域生活への移行のための個別支援を行うため、障

害福祉サービスの報酬改定により加算を創設した（平成21年度から実施）。

② 地域移行の推進

○ 障害福祉計画に基づく 20 障害者自立支援法において、障害者が自立した日常生活又は社会生活 厚生労働省

障害福祉サービス等の計 を営むことができるよう、施設入所者の地域生活への移行や一般就労へ

画的な基盤整備 の移行等に関する数値目標を設定するとともに、その達成に必要な障害

福祉サービスや相談支援サービス等が地域において計画的に提供される

よう、都道府県及び市町村による、障害福祉計画の作成が義務付けられ

たところであり、同計画の着実な推進を図る。

（平成20年度） （平成21年度） (平成22年度) (平成23年度）

（平成24年度）

・訪問系サービスの利用時間数 ・訪問系サービスの利用時間数 約326万時間 約366万時間 約394万時間 約462万時間

約376万時間〔19年度〕→ 約522万時間〔23年度〕 約494万時間
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・日中活動系サービスのサービス提供量 ・日中活動系サービスのサービス提供量 約698万人日分 約831万人日分 約843万人日分 約870万人日分

約713万人日分〔19年度〕→ 約825万人日分〔23年度〕 約893万人日分

・療養介護事業の利用者数 ・療養介護事業の利用者数 約0.2万人分 約0.2万人分 約0.2万人分 約0.2万人分

約0.4万人分〔19年度〕→ 約1.0万人分〔23年度〕 約1.9万人分

・児童デイサービス事業のサービス提供量 ・児童デイサービス事業のサービス提供量 約24万人日分 約29万人日分 約35万人日分 約49万人日分

約26万人日分〔19年度〕→ 約34万人日分〔23年度〕 （平成23年度まで）

・短期入所事業のサービス提供量 ・短期入所事業のサービス提供量 約18万人日分 約20万人日 約21万人日分 約23万人日分

約24万人日分〔19年度〕→ 約35万人日分〔23年度〕 約26万人日分

・共同生活援助事業（グループホーム）、共同生活介護事業（ケアホ ・共同生活援助事業（グループホーム）、

ーム）の利用者数

約4.5万人〔19年度〕→ 約8.0万人〔23年度〕

共同生活介護事業（ケアホーム）の利用者数 約4.8万人 約5.6万人 約6.3万人 約7.2万人

・相談支援事業の利用者数 約8.2万人

約3万人〔19年度〕→ 約5万人〔23年度〕

・相談支援事業の利用者数（平成23年度まで）

・福祉施設入所者数 (サービス利用計画作成費の給付対象者数） 約0.2万人 約0.3万人 約0.4万人 約0.4万人

14．6万人〔17年度〕→ 約13.5万人〔23年度〕

・計画相談支援（平成24年度から） 約2.6万人

※「訪問系サービスの利用時間数」から「相談支援事業の利用者数」まで

は、各都道府県の障害福祉計画における19年度の平均的なサービス見込 ・地域移行支援（平成24年度から） 約0.05万人

量（１月当たり）の合計値である。

・地域定着支援（平成24年度から） 約0.1万人

・福祉施設入所者数 約14.6万人 約14.1万人 約13.9万人 約13.3万人

約13.1万人

○ 精神障害者の退院促進 21 受入条件が整えば退院可能とされる精神障害者の地域生活への移行を 厚生労働省 ○ 精神障害者地域移行支援特別対策事業（平成22年度からは、「精神障害者地域移行・地域定着支援事業」として

と地域移行の推進 推進する。 実施。）

受入条件が整えば退院可能な精神障害者の退院促進・地域移行に向けての支援を一層進めるため、地域移行推進

退院可能精神障害者数 員、地域体制整備コーディネーターを指定相談支援事業者等に配置。（地域移行推進員については、平成24年度か

4.9万人〔19年度〕のうち、約3.7万人の減少〔23年度〕 ら障害者自立支援法に基づく地域移行支援・地域相談支援として法定給付化されたところ。）

※「退院可能精神障害者数」については、各都道府県の障害福祉計画にお （平成20年度）（平成21年度）（平成22年度）（平成23年度）（平成24年度）

ける数値を19年度に集計したものである。 実施圏域数 295圏域 309圏域 329圏域 331圏域 298圏域

○ 「退院可能精神障害者数」については、平成20年４月から開催された「今後の精神保健医療福祉のあり方等に関

する検討会」の論点整理（平成20年９月）において、今後の精神保健医療福祉施策の基本的考え方として「長期入

院患者を中心とした地域生活への移行・定着支援」が掲げられたことを踏まえ、上記検討会において更なる議論を

実施し、平成21年９月に取りまとめた報告書において、障害福祉計画における目標値（退院可能精神障害者数）に

ついても、「統合失調症に入院患者数」に係る新たな目標値や、障害福祉サービスの整備量に関する目標との整合

性を図りつつ、見直しを行うべきであるとされたところ。
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重点的に実施する施策及びその達成目標 関係省庁 進 ちょく 状 況

○ また、「障害者制度改革の推進のための基本的な方向について」（平成22年６月29日閣議決定）に基づく検討を行

いその結論を踏まえ、精神障害者の地域生活への移行を促進するため、精神障害者の医療に関する指針（大臣告示）

の策定、保護者制度の廃止、医療保護入院における入院手続等の見直し等を行う精神保健福法改正法案を提出する

ための検討を行った。

○ 「社会的入院の解消」については、都道府県が定める第３期障害福祉計画において、病院からの退院に関する明

確な目標値の指針の提示、アウトリーチ（訪問支援）の充実、精神科救急医療体制の構築等、地域の受け皿整備の

取組を取りまとめ、随時実施している。

○ 障害者自立支援法の一部改正により、入所施設や精神科病院に入所又は入院している障害者の地域生活への移行

に向けた支援を行う「地域移行支援」、居宅において単身で生活している障害者等を対象に常時の連絡体制を確保

し、緊急時には必要な支援を行う「地域定着支援」を実施。（平成24年度から）

○ 障害者に対する住宅セ 22 住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律（住宅 厚生労働省 ○ 居住サポート事業の立ち上げ等に当たり、必要な設備整備、不動産業者や家主等に対する説明会、先進地への視

ーフティネットの構築 セーフティネット法）の趣旨を踏まえ、公営住宅などの供給や優先入居 察等を支援する「居住サポート事業立ち上げ支援事業（障害者自立支援対策臨時特例交付金における特別対策事業）」

の措置等の促進を図る。また、あんしん賃貸支援事業（民間賃貸住宅へ を創設した（平成21年度～平成24年度において実施）。

の円滑な入居の促進を図るために情報提供等を実施する。）と、居住サ

ポート事業（賃貸契約による一般住宅（公営住宅及び民間賃貸住宅）へ 国土交通省 ○ 公営住宅の入居者の募集・選考において、事業主体の判断により、障害者世帯に対し優先的な取扱いを実施。

の入居を希望しているが、入居が困難な障害者等に対し、入居に必要な 優先入居により公営住宅に入居している障害者世帯数

調整や支援、家主への相談・助言を行う。）の連携により、障害者の一

般住宅への入居を進める。 （平成20年度末） （平成21年度末） （平成22年度末） （平成23年度末） （平成24年度末）

22,620戸 21,685戸 24,745戸 24.880戸 【集計中】

○ 平成19年度から、民間事業者等に対し、整備費及び家賃減額のための助成を行い、障害者世帯等を対象とした

良質な賃貸住宅の供給を促進する地域優良賃貸住宅制度を実施。

（平成20年度末） （平成21年度末） （平成22年度末） （平成23年度末） （平成24年度末）

622戸 1,655戸 1,188戸 811戸 413戸

○ 都市再生機構賃貸住宅においては、障害者世帯に対して、新規賃貸住宅募集時の当選倍率の優遇、既存賃貸住宅

募集時の優先申込期間の設定等を措置。

新規（平成20年度末） （平成21年度末） （平成22年度末） （平成23年度末） （平成24年度末）

63件 119件 68件 38件 26件

既存（平成20年度末） （平成21年度末） （平成22年度末） （平成23年度末） （平成24年度末）

33件（H20.12～H21.3） 62件 64件 70件 69件

○ 地方公共団体、支援団体（ＮＰＯ・社会福祉法人等）、仲介事業者等と連携して障害者等を受け入れることとす

る民間賃貸住宅（あんしん賃貸住宅）の登録や居住に関する各種サポートを行うことにより、障害者等の入居の円

滑化と安心できる賃貸借関係の構築を支援する。（平成22年度まで）

（平成20年度末） （平成21年度末） （平成22年度末）

事業実施自治体数 32団体 34団体 37団体
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重点的に実施する施策及びその達成目標 関係省庁 進 ちょく 状 況

○ 障害児の居場所の確保 23 放課後や夏休み等の長期休暇の間の居場所を確保するための施策を推 厚生労働省 ○ 障害児の将来の自立に向けた発達支援、ライフステージに応じた一貫した支援、家族を含めたトータルな支援、

進する。 できるだけ子ども・家族にとって身近な地域における支援の具体的な施策について検討するため、「障害児支援の

見直しに関する検討会」を開催し、平成20年7月に報告書を取りまとめたところ。

○ 学齢期における支援の充実を図るため、児童福祉法の一部改正により、「放課後等デイサービス」を創設。（平成

24年度から）

○ 共働き家庭など留守家庭のおおむね10歳未満の児童に対して、放課後等に適切な遊びや生活の場を与える放課後

児童健全育成事業（放課後児童クラブ）における障害のある児童の受入れを促進。

文部科学省 ○ 放課後等に小学校等を活用し、地域の実情に応じて、障害のある子どもを含め子どもたちの安全・安心な居場所を

設け、地域の参画を得て学習や体験・交流活動等を実施する「放課後子供教室推進事業（放課後子供プラン）」を

実施。

（平成21年度） （平成22年度） （平成23年度） （平成24年度）

1,061市町村8,761箇所 1,060市町村9,197箇所 1,075市町村9,733箇所 1,076市町村10,098教室

○ 身体障害者補助犬法へ 24 身体障害者補助犬法の改正を踏まえ、都道府県の補助犬に関する苦情 厚生労働省 ○ 平成19年10月の補助犬法改正により、補助犬使用者や受け入れ側施設からのトラブルに対する相談窓口が各都道

の理解の促進 相談窓口で対応がなされるよう「相談対応マニュアル」を整備するなど、 府県、政令市、中核市に設置（平成20年４月１日施行）され、一定規模以上の民間企業では、勤務している身体障

円滑な施行を図るとともに、引き続き、補助犬への理解の促進及び受入 害者の補助犬使用の受け入れが義務化（平成20年10月１日施行）された。これにあわせ、リーフレット、ステッカ

れの円滑化のための広報・啓発を推進する。 ーを配布し、周知に務めた。

平成24年度政府広報には1件が採用。また、厚生労働省ホームページ内に補助犬専用ホームページを開設しており、

利用方法や受け入れ、補助犬の実働頭数等について、随時更新を行っている。

○ 発達障害者施策の推進 25 発達障害者支援法を踏まえ、発達障害者の乳幼児期から成人期までの 厚生労働省 ○ 発達障害者施策の推進

一貫した支援を推進する観点から、保健・医療・福祉・就労・教育等の 発達障害者支援センターにおいて、発達障害者やその家族に対して相談支援、発達支援、就労支援等を行うとと

制度横断的な関連施策の推進を図る。 もに、各ライフステージに対応する一貫した支援を行うための体制整備の推進や支援手法の開発、発達障害に関す

る情報提供等を実施。

（平成20年度） （平成21年度） （平成22年度） (平成23年度)

発達障害者支援センター設置箇所数 62か所 64か所 64か所 65か所

(平成24年度)

67か所

○ 発達障害に関する正しい知識の普及およびライフステージにおける情報を、発達障害情報センターウェブサイト

を通じて発信。

○ 障害者自立支援法の一部改正により、発達障害が障害者の範囲に含まれることを明確化。（平成22年12月から）

文部科学省 ○ 平成19年度より、発達障害のある幼児の早期発見・早期支援を強化するため、教育、医療、保健、福祉等の関係

機関が連携した支援体制の整備や保護者等への相談支援の在り方について実践的な研究を行う「発達障害早期総合

支援モデル事業」を実施。（平成21年度まで）
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重点的に実施する施策及びその達成目標 関係省庁 進 ちょく 状 況

○ 平成19年度より、高等学校における発達障害のある生徒に対し、地域の大学、教育センターやハローワーク等の

関係機関と連携し、ソーシャルスキルの指導や授業方法・教育課程上の工夫、就労支援等、全国の高等学校の参考

となるような具体的な支援の在り方について検討を行う「高等学校における発達障害支援モデル事業」を実施。（平

成22年度より「特別支援教育総合推進事業」において「高等学校における発達障害のある生徒への支援」として実

施）（平成23年度まで）

○ 平成24年度より、高等学校等における特別支援教育の必要性を重視し、発達障害のある生徒の職業教育・進路指

導の充実等を図るため、「高等学校等における発達障害のある生徒へのキャリア教育の充実」事業を実施。

○ 平成21年度より、「民間組織・支援技術を活用した特別支援教育研究事業」において、発達障害等の子どもの障

害の状態等に応じた教材等の在り方及びそれらを利用した効果的な指導方法や教育的効果等についての実証的研究

を実施。

26 発達障害者には幅広い領域の支援が必要となっていることを踏まえ、 厚生労働省 ○ 平成19年度から実施の発達障害者支援開発事業により、指定された都道府県・指定都市において、具体的な実施

各自治体においてネットワーク作りを効果的に促進するためのモデル事 方策をモデル事業として実施し、そこで開発・確立された支援手法をマニュアル等として取りまとめ、発達障害情

例集を平成21年度までに策定する。 報センターのホームページに掲載。

また、平成20年度より開催している「発達障害者支援関係報告会」において自治体に対する情報提供を実施。

27 標準的な支援方法が確立されておらず、幼児期から成人期まで一貫し 厚生労働省 ○ 平成19年度から実施の発達障害者支援開発事業により、指定された都道府県・指定都市において、具体的な実施

た支援が十分ではないことを踏まえ、平成21年度までに地域において実 方策をモデル事業として実施し、そこで開発・確立された支援手法をマニュアル等として取りまとめ、発達障害情

施されている支援方法を把握し、支援マニュアルを策定する。 報センターのホームページに掲載。

また、平成20年度より開催している「発達障害者支援関係報告会」において自治体に対する情報提供を実施。

28 発達障害児やその保護者に対応できる技能を持つ専門家が少ないこと 厚生労働省 ○ 研修の実施

を踏まえ、地域で核となって支援を進める人材を育成するための研修を 小児医療、精神医療、療育の３分野について、医師や保健師等の発達障害支援に携わる職員に対する研修を実施。

行う。

① スポーツ、文化芸術活動の振興

○ スポーツ、文化芸術活 29 障害者の社会参加等を促進するため、障害の有無にかかわらず、誰も 文部科学省 ○（公財）日本障害者スポーツ協会等と共催で生涯スポーツ全国会議を開催。【ス】

動の振興 が参加するスポーツ、文化芸術活動の振興を図るとともに、地域におけ

るスポーツ大会及び文化講座等や全国の障害者が参加する「全国障害者 ○ 各種マニュアル、新しい種目、用具等の開発や実践研究の実施、地域における障害者のスポーツ・レクリエーシ

スポーツ大会」及び「全国障害者芸術・文化祭」を開催する。 ョン環境の実態把握等により、健常者と障害者が一緒に楽しめるスポーツ・レクリエーション活動を推進する「健

常者と障害者のスポーツ・レクリエーション活動連携推進事業」を実施（平成24年度～）。

厚生労働省 ○ 「輝けはばたけだれもが主役」をスローガンとして、岐阜県において第12回全国障害者スポーツ大会を開催。

平成13年度に「全国身体障害者スポーツ大会」と「全国知的障害者スポーツ大会」が統合され実施されてきたが、

平成20年度からは、精神障害者の競技も加わり、全国の身体障害、知的障害及び精神障害のある方々が一同に会し

て開催されている。

○ 「湧き上がる感動！」、「広がるアートの輪！」及び「わくわくする雰囲気！」を大会コンセプトとして、佐賀県

において第12回全国障害者・芸術文化祭を開催。
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重点的に実施する施策及びその達成目標 関係省庁 進 ちょく 状 況

④ 福祉用具の研究開発・普及促進と利用支援

○ 優れた技術や創意工夫 30 高齢者・障害者及び介護者の生活の質の向上を目的として、生活支援 経済産業省 ○ 優れた技術や創意工夫のある福祉用具の実用化を行う民間企業に対し、NEDOを通じて広く公募を行い、研究開発

のある福祉用具の実用化 分野、社会活動支援分野を中心として優れた技術や創意工夫のある福祉 費の補助を実施。制度発足以来平成24年度末までに202件のテーマを採択。

開発に対する支援 用具の実用化開発を行う民間企業に対し、独立行政法人新エネルギー・

産業技術総合開発機構（ＮＥＤＯ）を通じて研究開発費用の補助を行う。

31 脳とコンピュータをつなぐブレイン・マシン・インターフェイス（Ｂ 文部科学省 ○ 独立行政法人理化学研究所や大学等の研究機関において、「脳科学研究戦略推進プログラム」など、関連の研究

ＭＩ：Brain Machine Interface）技術の開発によって、失われた身体 開発を着実に推進。

機能の回復・補完を可能とする高度な義手・義足等の開発等を戦略的に

推進する。 厚生労働省 ○ ブレイン－マシン・インターフェイス（BMI)を用いてワープロを駆動することで意思伝達を可能にする実証研究

をALSの患者で実施した。その有効性から障害者自立支援機器として実用化が視野に入った。また、投票や署名とい

った社会活動に必須の活動についてもBMIにより可能になることを確認した。BMIを用いた義手・義足については、

上肢用アシストスーツを作成し、効率的な作働のための基礎研究を継続中である。（平成20年度～）

32 視覚障害者、聴覚障害者、認知障害者等向けの情報支援機器、義肢装 厚生労働省 ○ 聴覚障害者に対する情報支援機器の貸出、相談業務等を行う聴覚障害者情報提供施設の全都道府県設置に向けて、

具、電動車いす、福祉車両、介護者を支援するための生活環境関連機器 障害保健福祉関係全国主管課長会議等を通じて各県に周知（平成24年12月末日現在44カ所）。

ロボット等、先端技術を活用した福祉用具等の利用支援の観点から、利

用者ニーズに関する調査研究、人材育成を含めた支援技術の確立等を推 ○ 障害者等の情報通信技術（ＩＴ）の利用機会や活用能力の是正格差を図るための総合的なサービス拠点として、

進するとともに、補装具費支給事業等を適切に実施し、また、相談支援 障害者ＩＴサポートセンターを設置・運営する事業を26都道府県（平成24年度）で実施。

体制の確保を図る。

併せて、福祉用具等の安全評価を実施し、利用者ニーズに合った福祉 ○ TAIS（福祉用具を身体状況に合わせて適正に選択するために、用具の仕様、構造、性能等の情報を全国の製造事

用具の開発を推進するため、研究開発・評価の段階で利用者の参加を促 業者や輸入業者から情報収集・データベース化し、多様な媒体を通じて情報発信するシステム）を運用。

進する。

○ 「義肢装具等完成用部品情報提供システム」（義肢装具等完成用部品を利用者の状態像や使用環境等に適合した

適切な完成用部品の処方や選定・給付に資するため、当該部品の対象、構造や作用、効果や材質、適応範囲、調整

方法等に関する情報を国内の製造業者や輸入業者から情報収集・データベース化し、情報発信するシステム）を運

用。

○ （公財）テクノエイド協会において、福祉機器に関しての標準化等の研究を実施し、開発・普及を促進。

⑤ 専門職種の養成・確保

○ 福祉人材の養成確保 33 「福祉人材確保指針」を踏まえ、介護職員のキャリアアップの仕組み 厚生労働省 ○ 「社会福祉事業に従事する者の確保を図るための措置に関する基本的な指針」については、平成19年８月28日に

を構築するなど、福祉人材の養成・確保のための取組を強化する。 改正し、労働環境の整備等について、経営者や関係団体等に対し取組を進めるよう周知を図った。

○ 福祉人材の養成・確保を図る観点から、平成21年度予算等により、介護職員の処遇改善や雇用管理の改善に取り

組む事業主への支援等を推進したほか、介護福祉士養成校等の学生に対する修学資金の貸付を行うなど福祉人材の

参入促進を進めた。
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重点的に実施する施策及びその達成目標 関係省庁 進 ちょく 状 況

34 サービス管理責任者の養成及び継続的な研修システムを整備するとと 厚生労働省 ○ 地域でサービス管理責任者養成の中核となる人材を育成するため、国立障害者ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝｾﾝﾀｰにおいて、ｻｰﾋﾞｽ

もに、リハビリテーション関係専門職員等の養成を推進する。 管理責任者指導者養成研修を行った。

(平成20年度実績) (平成21年度実績) (平成22年度実績)（平成23年度実績）(平成24年度実績)

受講者数 259名 247名 249名 255名 261名

○ 地域でﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ関係の専門職員として、指導的役割を担う人材を育成するため、国立障害者ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝｾﾝﾀｰに

おいて研修会を行った。

(平成20年度実績) (平成21年度実績) (平成22年度実績) (平成23年度実績) (平成24年度実績)

受講者数 1,402名(25回開催) 1,416名(25回開催) 1,288名(21回開催) 1,149(20回開催) 1,917(34回開催)

○ 平成20年度においてもﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ関係専門職員の養成を実施し、５学科（平成24年度より６学科）で以下の卒業

生を地域の関係機関等に送り出した。

(平成20年度実績) (平成21年度実績) (平成22年度実績) (平成23年度実績) (平成24年度実績)

言語聴覚学科 28名 31名 28名 27名 29名

義肢装具学科 9名 8名 8名 7名 5名

視覚障害学科 8名 3名 4名 9名 6名

手話通訳学科 12名 12名 9名 12名 13名

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ体育学科 2名 3名 2名 2名 2名

児童指導員科 11名

３．生活環境

① 住宅、建築物のバリアフリー化の推進

○ 公共賃貸住宅のバリア 35 新設されるすべての公共賃貸住宅について、バリアフリー化を実施す 国土交通省 ○ 公営住宅については平成3年度よりバリアフリー住宅を標準仕様として順次供給。

フリー化の推進 る。 （平成20年度）（平成21年度）（平成22年度）（平成23年度）（平成24年度）

新規公営住宅 約16,000戸 約17,000戸 約16,000戸 約14,000戸 約15,000戸

（実績見込み）

○ 公社住宅については平成７年度よりバリアフリー住宅を標準仕様として順次供給。

（平成20年度）（平成21年度）（平成22年度）（平成23年度）（平成24年度）

新規公社賃貸住宅 約1,300戸 約1,500戸 約1,400戸 約800戸 約300戸

（実績見込み）

○ 都市再生機構賃貸住宅（平成16年６月までは公団賃貸住宅）については平成3年度よりバリアフリー住宅を標準仕

様として順次供給。

（平成20年度）（平成21年度）（平成22年度）（平成23年度）（平成24年度）

新規都市再生機構賃貸住宅 約3，000戸 約4,500戸 約3,200戸 約1,500戸 約1,200戸

○ 障害者等の利用に配慮 36 手すりの設置、広い廊下幅の確保、段差の解消等がなされた住宅スト 国土交通省 ○ 高齢者（65歳以上の者）の居住する住宅のバリアフリー化率

した住宅ストック ック

（平成20年）

高齢者（65歳以上の者）の居住する住宅のバリアフリー化率 36.9％

・一定のバリアフリー化 （平成20年）

29％〔15年度〕→ 75％〔27年度〕 9．5％

・うち、高度のバリアフリー化 （総務省「住宅・土地統計調査」より国土交通省推計）
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重点的に実施する施策及びその達成目標 関係省庁 進 ちょく 状 況

6.7％〔15年度〕→ 25％〔27年度〕

37 共同住宅のうち、道路から各戸の玄関まで車いす等で通行可能な住宅 国土交通省 ○ 共同住宅のうち、道路から各戸の玄関まで車いす等で通行可能な住宅ストックの比率

ストックの形成を推進する。

（平成20年）

・共同住宅のうち、道路から各戸の玄関まで車いす等で通行可能な 16％

住宅ストックの比率 （総務省「住宅・土地統計調査」より国土交通省推計）

10％〔15年度〕→ 25％〔27年度〕

○ 建築物のバリアフリー 38 不特定多数の者又は主に高齢者、障害者等が利用する特別特定建築物 国土交通省 ○ 床面積2,000㎡以上の特別特定建築物のうち、バリアフリー化されたものの割合

化の推進 (床面積が2,000平方メートル以上のもの)のバリアフリー化を推進する。

・床面積2,000㎡以上の特別特定建築物のうち、バリアフリー化され （平成20年度）（平成21年度）（平成22年度）(平成23年度)（平成24年度）

たのの割合 割合 46％ 47％ 48％ 50% 51％

37％〔17年〕→ 約50％〔22年〕

○ 官庁施設のバリアフリ 39 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（以下「バリ 国土交通省 ○ 新営する国のすべての官庁施設を移動等円滑化誘導基準に照らし、「すべての施設利用者が、できる限り、円滑

ー化の推進 アフリー新法」という。）に基づいて、新営する国のすべての官庁施設 かつ快適に利用できる」施設として整備

を、移動等円滑化誘導基準に照らし、「すべての施設利用者が、できる

限り、円滑かつ快適に利用できる」施設として整備する。 （平成20年度）（平成21年度）（平成22年度）(平成23年度)（平成24年度）

割合 100% 100％ 100％ 100％ 100％

40 バリアフリー新法に基づいて、国の合同庁舎について、窓口までの経 国土交通省 ○ 国の合同庁舎のうち、窓口までの経路、高齢者、障害者等に対応した便所（オストメイト対応）、駐車スペース

路、高齢者、障害者等に対応した便所（オストメイト対応）、駐車スペ 等の整備を実施

ース等の整備を実施する。

（平成20年度）（平成21年度）（平成22年度）（平成23年度）（平成24年度）

・国の合同庁舎のうち、窓口までの経路、高齢者、障害者等に対応し 割合 14% 25％ 30％ 32％ 33％

た便所（オストメイト対応）、駐車スペース等の整備が行われた施

設の割合

７％〔19年度〕→ 50％〔24年度〕

41 窓口業務を行う官署が入居する国の既存官庁施設について、手すり、 国土交通省 ○ 窓口業務を行う官署が入居する国の既存官庁施設について、手すり、スロープ、視覚障害者誘導用ブロック、高

スロープ、視覚障害者誘導用ブロック、高齢者、障害者等に対応した便 齢者、障害者等に対応した便所、自動ドア、エレベーター（延床面積1,000平方メートル以上のもの）等の改修を実

所、自動ドア、エレベーター（延床面積1,000平方メートル以上のもの） 施

等の改修を実施する。

（平成20年度）（平成21年度）（平成22年度）（平成23年度）（平成24年度）

・窓口業務を行う官署が入居する国の既存官庁施設のうち、手すり、 割合 89% 90％ 90％ 90％ 90％

スロープ、視覚障害者誘導用ブロック、高齢者、障害者等に対応し

た便所、自動ドア、エレベーター（延床面積1,000平方メートル以

上のもの）等の改修を実施した割合

57％〔14年度〕→ 100％〔22年度〕

○ 地方公共団体による公 42 地方公共団体が行う公共施設等のバリアフリー化を支援する。 総務省 ○ 地域活性化事業債（いのちと生活を守る安心の確保）により地方公共団体が行う公共施設等のバリアフリー化等

共施設等のバリアフリー （公共施設の段差解消、エレベーター設置など）に対して地方債措置を講じている。

化の推進 平成22年度実績：111事業 平成23年度実績：92事業 平成24年度実績：173事業

○ 地方公共団体が公共施設等に音声標識ガイドを設置する費用に対して特別交付税措置を講じている。
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重点的に実施する施策及びその達成目標 関係省庁 進 ちょく 状 況

② 公共交通機関、歩行空間等のバリアフリー化等の推進

○ 旅客施設のバリアフリ 43 一日当たりの平均利用者数が5,000人以上である鉄軌道駅、バスター 国土交通省 ○ 一日当たりの平均利用者数が5,000人以上の旅客施設のうち、それぞれの措置を講じているものの割合

ー化の推進 ミナル、旅客船ターミナル及び航空旅客ターミナルに関し、原則すべて

について、段差の解消、視覚障害者誘導用ブロックの整備、便所がある （平成20年度）（平成21年度）（平成22年度）（平成23年度）（平成24年度）

場合には高齢者、障害者等に対応した便所（オストメイト対応）の設置 割 合 段差の解消 71.6% 77.2％ 85.5% 88.5% 89.3%

を推進する。 視覚障害者誘導用ブロックの整備 92.9% 94.7％ 97.1% 97.2% 97.5%

また、これ以外の鉄軌道駅についても、地域の実情にかんがみ、利用 障害者用トイレの設置 66.5% 75.1％ 83.2% 85.8% 86.5%

者数のみならず、高齢者、障害者等の利用の実態を踏まえて、バリアフ

リー化を可能な限り実施する。

・一日当たりの平均利用者数が5,000人以上である鉄軌道駅、バスター ○ 平成23年3月に、バリアフリー法に基づく基本方針を改正し、整備目標を１日当たり平均利用者数3,000人以上の

ミナル、旅客船ターミナル及び航空旅客ターミナルのうち、段差の解 旅客施設としており、3,000人/日以上の鉄軌道駅について積極的に助成措置を講じている。また、１日当たりの平

消、視覚障害者誘導用ブロックの整備、便所がある場合には高齢者、 均利用者数が3,000人未満の鉄軌道駅についても、交通、観光の拠点性が高く、地域の強い要望がある駅のバリアフ

障害者等に対応した便所（オストメイト対応）の設置が行われた割合 リー化について、助成措置を講じている。

100％〔22年〕

○ 車両等のバリアフリー 44 バリアフリー化された鉄軌道車両の導入を推進する。 国土交通省 ○ バリアフリー化された鉄軌道車両の導入割合

化の推進

・バリアフリー化された鉄軌道車両の導入割合 （平成20年度） （平成21年度） （平成22年度） （平成23年度） （平成24年度）

20％〔18年度〕→ 約50％〔22年〕 割 合 41.3％ 45.7％ 49.5% 52.8% 55.8％

45 低床化されたバス車両の導入を推進する。 国土交通省 ○ 低床化されたバス車両の導入割合

・低床化されたバス車両の導入割合 (平成20年度末) （平成21年度末） （平成22年度末） （平成23年度末） （平成24年度末）

33.1％〔18年度〕→ 100％〔27年〕 割 合 41.7％ 45.8％ 49.4％ 52.3％ 55.0％

46 ノンステップバスの導入を推進する。 国土交通省 ○ ノンステップバスの導入割合

・ノンステップバスの導入割合 (平成20年度末) （平成21年度末）（平成22年度末） （平成23年度末） （平成24年度末）

17.7％〔18年度〕→ 約30％〔22年〕 割 合 23.0％ 25.8％ 27.9％ 29.9％ 31.7％

47 バリアフリー化された旅客船の導入を推進する。 国土交通省 ○ バリアフリー化された旅客船の導入割合

バリアフリー化された旅客船の導入割合 （平成20年度末） （平成21年度） （平成22年度） （平成23年度） （平成24年度）

11.5％〔18年度〕→ 約50％〔22年〕 割 合 16.4% 18.0％ 18.1％ 20.6％ 24.5％

48 バリアフリー化された航空機の導入を推進する。 国土交通省 ○ バリアフリー化された航空機の導入割合

バリアフリー化された航空機の導入割合 （平成20年度） （平成21年度） （平成22年度） （平成23年度） （平成24年度）

54.4％〔18年度〕→ 約65％〔22年〕 割 合 64.3％ 70.2％ 81.4％ 86.1％ 89.2％

49 福祉タクシーの導入を推進する。 国土交通省 ○ 福祉タクシーの導入台数

福祉タクシーの導入台数 (平成20年度末) （平成21年度末） （平成22年度末）（平成23年度末）（平成24年度末）

9,651台〔18年度〕→ 約18,000台〔22年〕 台 数 10,742台 11,165台 12,256台 13,099台 13,856台
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重点的に実施する施策及びその達成目標 関係省庁 進 ちょく 状 況

○ 都市公園のバリアフリ 50 都市公園における園路及び広場、駐車場、便所等を始めとした公園施 国土交通省 ○ 都市公園における園路及び広場、駐車場、便所等を始めとした公園施設のバリアフリー化を推進。

ー化の推進 設のバリアフリー化を推進する。

・園路及び広場の設置された都市公園のうち、園路及び広場がバリアフリー化されたものの割合

・園路及び広場の設置された都市公園のうち、園路及び広場がバリア

フリー化されたものの割合 (平成20年度末)（平成21年度末）（平成22年度末）（平成23年度末）（平成24年度末）

約40％〔18年度〕→ 約45％〔22年〕 割 合 45％ 46％ 47％ 48％ 【集計中】

・駐車場の設置された都市公園のうち、駐車場がバリアフリー化され ・駐車場の設置された都市公園のうち、駐車場がバリアフリー化されたものの割合

たものの割合

約30％〔18年度〕→ 約35％〔22年〕 (平成20年度末)（平成21年度末）（平成22年度末）（平成23年度末）（平成24年度末）

割 合 36％ 38％ 39％ 44％ 【集計中】

・便所の設置された都市公園のうち、便所がバリアフリー化されたも

のの割合 ・便所の設置された都市公園のうち、便所がバリアフリー化されたものの割合

約25％〔18年度〕→ 約30％〔22年〕 (平成20年度末)（平成21年度末）（平成22年度末）（平成23年度末）（平成24年度末）

割 合 29％ 31％ 32％ 33％ 【集計中】

○ 路外駐車場のバリアフ 51 特定路外駐車場（自動車の駐車の用に供する部分の面積が500平方メ 国土交通省 ○ 特定路外駐車場のうち、バリアフリー化されたものの割合

リー化の推進 ートル以上であり、かつ、その利用について駐車料金を徴収する路外駐

車場のうち、道路付属物であるもの、公園施設であるもの、建築物であ

るもの、建築物に付随しているものを除いたもの）のバリアフリー化を (平成20年度末)（平成21年度末）（平成22年度末）（平成23年度末）（平成24年度末）

推進する。

割 合 37％ 41％ 45％ 47％ 【集計中】

・特定路外駐車場のうち、バリアフリー化されたものの割合

28％〔18年度〕→ 約40％〔22年〕

○ 歩行空間のバリアフリ 52 原則として、バリアフリー新法に基づく重点整備地区内の主要な生活 国土交通省 ○ 特定道路におけるバリアフリー化された割合

ー化の推進 関連経路を構成するすべての道路について、バリアフリー化を実施する。

（平成20年度末） （平成21年度末） （平成22年度末）（平成23年度末）（平成24年度末）

・重点整備地区内の主要な生活関連経路を構成する道路のうち、バリア 割 合 60％ 67％ 74％ 77％ 81％

フリー化されたものの割合

44％〔18年度〕→ 100％〔22年〕

○ 高速道路等のサービス 53 今後整備する高速道路等のサービスエリア及びパーキングエリア並び 国土交通省 ○ 新設されたサービスエリア、パーキングエリア及び道の駅における身体障害者用便所及び身体障害者用駐車ス

エリア等のバリアフリー に主要な幹線道路の道の駅については、高齢者、障害者等に対応した便 ペースが設置された割合

化の推進 所、駐車スペースの整備を推進する。

（平成20年度） （平成21年度） （平成22年度） （平成23年度） （平成24年度）

サービスエリア 100％（新設数 0）100％（新設数 0）100％（新設数 0）100％（新設数 0）100％（新設数 6）

パーキングエリア 100％（新設数 8）100％（新設数 4）100％（新設数 2) 100％（新設数 6）100％（新設数 12）

道の駅 100％（新設数32）100％（新設数36）100％（新設数34）100％（新設数17）100％（新設数18）

○ 河川利用の拠点施設の 54 直轄河川において新設される水辺プラザ等の河川利用の拠点におい 国土交通省 ○ 「水辺プラザ等」については、平成２１年度より「かわまちづくり支援制度」として、ソフト的支援も併せ発展

バリアフリー化の推進 て、手すり・緩傾斜スロープ等の設置、堤防・護岸の緩傾斜化等を実施 的に統合。河川利用上の安全・安心に係る河川管理施設の整備により、良好な水辺空間の形成を推進。

する。
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○ 港湾緑地のバリアフリ 55 人の利用に供するすべての新設港湾緑地において、手すり、スロープ、国土交通省 ○ 平成24年度に整備した新設港湾緑地において、手すり、スロープ、休憩施設、高齢者、障害者等に対した便所、

ー化の推進 休憩施設、高齢者、障害者等に対応した便所、駐車スペース等を整備す 駐車スペース等を整備している。

る。

○ 国立公園のバリアフリ 56 国立公園の主要な利用拠点において、直轄で整備する施設のバリアフ 環境省 ○ 国立公園の主要な利用拠点におけるビジターセンター、園路、トイレ等の直轄施設について、バリアフリー化を

ー化の推進 リー化を推進する。 推進 （平成20年度） （平成21年度） （平成22年度） （平成23年度） （平成24年度）

27事業実施 23事業実施 28事業実施 21事業実施 23事業実施

○ 森林総合利用施設のバ 57 バリアフリーに配慮した森林総合利用施設の整備を推進する。 農林水産省 ○ すべての利用者を想定した「ユニバーサルデザイン」という考え方を踏まえ、森林・施設の整備を図る場合の参

リアフリー化の推進 考となる技術指針を策定し、これを普及している。

○ ソフト施策の推進 58 身体的状況、年齢、言語等を問わず、「いつでも、どこでも、だれで 国土交通省 ○ ユニバーサル社会に向けて、高齢者や障害者をはじめ、誰もが積極的に活動できるバリアフリー環境の構築をソ

も」移動等に関する情報を入手することを可能にする自律支援施策を推 フト施策の面から推進することを目的に、バリアフリー経路案内等にも活用できるICT（情報通信技術）による歩行

進する。 者移動支援を推進。

○ 歩行者移動支援サービスの導入促進や継続性の検討、実証実験（平成24年度：全国5か所で実施）から得られた知

見等をもとに、地方公共団体等によるサービスの円滑な導入を支援するガイドライン案の改良について検討。

59 バリアフリー情報提供システム「らくらくおでかけネット」等を通じ 国土交通省 ○ 交通エコロジー・モビリティ財団のホームページにて、車椅子での利用のしやすさ、トイレ情報等を提供すると

てバリアフリー情報の統一的な提供を促進するとともに、バリアフリー ともに、駅毎の福祉輸送サービス情報、ハンドル形電動車椅子が利用可能な駅の情報も加えた「らくらくおでかけ

教室の実施等により、国民の「心のバリアフリー」に対する理解の浸透 ネット」を公開。

に努める。

○ バリアフリーについての国民の理解を深めるとともに、ボランティアに関する意識を醸成することで「心のバリ

アフリー」社会の実現を図るため、高齢者、身体障害者の介助体験、擬似体験が出来るバリアフリー教室を開催。

③ 安全な交通の確保

○ バリアフリー対応型信 60 原則として、バリアフリー新法に基づく重点整備地区内の主要な生活 警察庁 ○ バリアフリー新法に基づく重点整備地区内の主要な生活関連経路を構成する道路において、バリアフリー対応型

号機等の整備の促進 関連経路を構成するすべての道路において、バリアフリー対応型信号機 信号機等の整備を推進。

等を整備する。

・重点整備地区内の主要な生活関連経路を構成する道路のうち、バリア ・ 重点整備地区内の主要な生活関連経路を構成する道路のうち、バリアフリー対応型信号機等が整備された割合

フリー対応型信号機等が整備された割合

(平成22年度末） (平成23年度末) (平成24年度末)

100％〔22年〕 約96％ 約98％ 約97％

④ 運転免許取得希望者等に対する利便の向上

○ 持ち込み車両等による 61 指定自動車教習所に対する持ち込み車両等を使用した教習の実施等の 警察庁 ○ 平成21年８月12日付け警察庁丙運発第38号警察庁交通局長通達「指定自動車教習所業務指導の標準について」等

障害者等に配慮した教習 指導を行う。 に基づき、引き続き指定自動車教習所に対する持込み車両等を使用した教習について指導。

等

62 持ち込み車両等による技能試験の実施等を推進する。 警察庁 ○ 平成19年４月23日付け警察庁丙運発第11号警察庁交通局長通達「身体障害者に対する適性試験（運動能力）実施

の標準について」等に基づき、引き続き持込み車両等による技能試験を推進。
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○ 運転免許試験問題用紙の作成に当たり問題の全ての漢字に振り仮名をつけること等の配慮をするよう、都道府県

警察を指導。

63 免許申請時等における障害者等のプライバシー保護への配慮及び運転 警察庁 ○ 全国の運転免許試験場等に適性相談窓口を平成13年８月に設置するなど、プライバシーの保護及び障害者等の免

適性相談等に係る態勢の充実を図る。 許取得に関するアドバイスを実施。また、平成14年12月から運転適性相談窓口一覧表をインターネット上で公開。

○ 聴覚障害者に配慮した 64 健聴者と同じ適性試験の合格基準に達しない聴覚障害者が、ワイドミ 警察庁 ○ 「道路交通法の一部を改正する法律」（平成19年法律第90号）により、適性試験の聴力に関する合格基準に達し

免許制度の推進 ラー等を条件として普通自動車免許を取得することができる制度の導入 ない聴覚障害者について、聴覚障害者標識を表示し、ワイドミラーを装着することを条件に普通自動車免許の取得

を推進し、その場合における免許試験・講習等の態勢の充実を図る。 が可能となったことに基づき、手話通訳ができる職員の配置や適性相談窓口の体制の充実、振り仮名つき教材・字

幕入り教習用ビデオの活用等に努めるよう、都道府県警察を指導。（平成20年６月１日施行）

○ 「道路交通法施行規則の一部を改正する内閣府令」（平成23年内閣府令第50号）により、聴覚障害者が運転でき

る車両の種類が拡大されたことに基づき、改正の周知徹底や補聴器使用者に対する具体的な対応等に努めるよう、

都道府県警察を指導。（平成24年４月１日施行）

⑤ 防災、防犯対策の推進

○ 防災対策の推進 65 障害者等災害時要援護者関連施設に係るきめ細かな治山対策を実施する。農林水産省 ○ 社会福祉施設等災害時要援護者関連施設に隣接した山地災害危険地区等に係る治山事業を計画的に実施。

66 砂防、地すべり対策及び急傾斜地崩壊対策事業の実施により、土砂災 国土交通省 ○ 平成21年度より24時間災害時要援護者が滞在する施設のうち、土砂災害のおそれのある施設について、ハード・

害のおそれのある自力避難の困難な障害者等の災害時要援護者が24時間 ソフト双方の観点から対策を推進。

入院・入居している施設を重点的に保全する。

67 行政機関と福祉関係者等による防火指導等を一層推進する。 総務省 ○ 全国火災予防運動（3/1～3/7及び11/9～11/15に実施）において、ホームヘルパー、民生委員等の福祉関係者等と

の連携・協力を図り、高齢者や障害者等が居住する住宅の把握及び訪問診断の実施を行うとともにパンフレットや

ホームページ等を利用した防火安全対策を推進。

○ 光などで火災を知らせる聴覚障がい者対応型住宅用火災警報器を対象者に無償給付する事業を平成23年度から24

年度にかけて実施。

68 緊急通報システムによる消防への緊急通報体制の一層の充実など障害 総務省 ○ 災害に強い安心安全なまちづくりを推進するため、「防災基盤整備事業」等により、地方公共団体による同報系

者に係る火災予防体制を強化する。 防災行政無線等の整備を支援し、障害者に係る火災予防体制を強化。

○ 携帯電話・ＩＰ電話等からの119番通報において、音声通話と併せて通報者の発信位置に関する情報が自動的に消

防本部等に通知される「携帯電話・ＩＰ電話等からの119番緊急通報に係る位置情報通知システム」について、「防

災基盤整備事業」等により、導入促進を図る。

（平成25年３月31日現在）570の消防本部で導入済（導入率74.0%)

○ 災害時の支援体制等の 69 自主防災組織による支援体制を整備する。 総務省 ○ 自主防災組織による支援体制整備の促進に資するため、「自主防災組織の手引き」の改訂にあたり、災害時要援

整備 護者対策の項の記述の充実を図るとともに、事例集に災害時要援護者対策の先進事例３例を掲載。

70 最新の通信技術を踏まえつつ、平成24年度までに災害時の住民への情 総務省 ○ 障害者を始めとする要援護者の避難対策を促進するため、「災害時要援護者の避難対策事例集」（平成22年3月公

報伝達のあり方についてまとめる 表）の中で自主防災組織の先進的な取組事例について紹介。
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71 国による市町村モデル計画の策定や全国キャラバンの展開等を通じ、 内閣府 ○ 平成20年２月に全体計画のモデル計画を示すとともに、平成20年11月に、内閣府、総務省消防庁、厚生労働省、

平成21年度までを目途に、市町村において要援護者情報の収集・共有等 国土交通省の４省庁で、全国８箇所（北海道、宮城、東京、愛知、大阪、広島、香川、福岡）において、市町村の

を円滑に進めるための避難支援プランの全体計画などが策定されるよう 担当者を対象とした全国キャラバンを開催し、市町村における避難支援プランの全体計画などの策定の促進を図っ

促進し、災害時要援護者が安全に避難するための支援体制を確立する。 た。また、平成24年度予算を活用し、「避難に関する総合的対策の推進に関する実態調査」を行うとともに、有識

者や当事者等からなる「災害時要援護者の避難支援に関する検討会」を平成24年10月から平成25年３月にかけて５

回開催し、「災害時要援護者の避難支援ガイドライン」（平成18年３月）の見直しに当たり、盛り込むべき事項等に

ついて検討を行い、上記検討会の報告書を取りまとめた。

○ 障害者の消費トラブル 72 消費者基本計画（平成17～21年度）を踏まえ、障害者の消費者トラブ 消費者庁 ○ 平成24年度は、障害者やその家族向けに悪質商法や製品事故に関する情報など、消費者被害の未然防止・拡大防

等の防止 ルの防止に向けて、国民生活センターから、消費生活相談の現場で把握 止に係る注意情報をメールマガジンで27本配信した。また、消費生活センターでの普及啓発に資するべく、同メー

された警戒を要すると思われる悪質商法や製品事故に関する情報を始め ルマガジンの内容にイラスト等を加えてリーフレットを作成し、当センターホームページに掲載した。

防犯・防災情報を含む見守りに必要な情報を、障害者やその家族、日ご

ろから障害者に接している周りの方々へ迅速に届ける総合的ネットワー ○ 平成24年６月に、障害者団体のほか高齢者団体・行政機関等を構成員とする「第７回高齢消費者・障害消費者

クを作ることにより、地域の見守り力を高める動きを支援する。 見守りネットワーク連絡協議会」を開催し、地域活動や全国ネットワークを生かして、真摯に障害者の消費者と

しての利益の擁護及び増進が図られるように取り組むとの内容を含む第７回会合申合せを取りまとめた。

○ 防犯・安全ネットワー 73 ＦＡＸによる緊急通報受理（ＦＡＸ110番）、Ｅメールによる緊急通 警察庁 ○ FAXによる緊急通報の受理（FAX110番）及びEメールによる緊急通報の受理（メール110番）を全都道府県警察にお

クの充実 報受理（メール110番）の利用状況を勘案しつつ、運用の在り方を検討 いて導入。

する。

74 ＦＡＸにより警察署と障害者とが情報交換を行うＦＡＸネットワーク 警察庁 ○ ＦＡＸにより警察署等と障害者とが情報交換を行うＦＡＸネットワークを都道府県警察で構築しているほか、電

等、地域における防犯ネットワークの利用状況を勘案しつつ、運用の在 子メール、ウェブサイト、地方公共団体の広報誌等の各種媒体を活用した多様な手段による情報提供を行うことに

り方を検討する。 より、地域における防犯ネットワークの充実を図っている。

○ 交番における障害者等 75 交番における障害者等の利用に配慮した施策を引き続き推進する。 警察庁 ○ 障害者等の接遇のため、協力団体の支援のもと「警察版コミュニケーション支援ボード」を制作し、全国警察の

の利用に配慮した施策の 交番等に配布普及（平成20年10月配布完了）。

推進

○ 防犯性能の高い建物 76 住宅等に対する侵入犯罪対策として大きな効果が期待できる建物部品 警察庁 ○ 平成16年３月、住宅等に対する侵入犯罪対策として大きな効果が期待できる建物部品15種類約2,300品目を掲載し

品の普及促進 を掲載している「防犯性能の高い建物部品目録」の公表及び普及を図る。 た「防犯性能の高い建物部品目録」を公表。平成25年３月末現在、17種類3,185品目を掲載。

４ 教育・育成

① 一貫した相談支援体制の整備

○ 個別の支援計画の策定 77 教育、福祉、医療、保健、労働関係機関等が緊密な連携の下、一人一 文部科学省 ○ 幼稚園、小・中・高等学校の学習指導要領等において、障害のある幼児児童生徒について、「個別の教育支援計

・活用の推進 人のニーズに応じた適切な支援を一貫して行うため、学校において、個 画」を作成することなどにより、障害の状態等に応じた指導内容や指導方法の工夫を計画的，組織的に行う旨を規

別の教育支援計画の位置付けの明確化、その策定・活用の推進を図る。 定。（幼・小・中：平成19年度～、高：平成20年度～）

・個別の教育支援計画策定率 ○ 特別支援学校の学習指導要領等において、すべての幼児児童生徒について「個別の教育支援計画」を作成するこ

とを規定。（平成20年度～）

小・中学校 20％〔18年〕→ 50％〔24年〕 ○ 都道府県等を対象に「特別支援教育総合推進事業」を通じて、教育、福祉、医療、保健、労働関係機関等の緊密

な連携の下、障害のある幼児児童生徒一人一人のニーズに応じた適切な支援を一貫して行うため、「個別の教育支

援計画」の作成を推進。（～平成23年度）
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平成24年度からは「特別支援教育就学奨励費補助金（特別支援教育体制整備の推進）」として、引き続き体制整

備を推進。（平成24年度～）

【個別の教育支援計画作成率】

・小・中学校（公立） 58.6％〔21年〕64.0%[22年] 70.5%[23年] 71.4%[24年]

○ 校内委員会の設置や特 78 発達障害を含む障害のある幼児児童生徒への支援のため、幼稚園・小 文部科学省 ○ 都道府県等を対象に「特別支援教育総合推進事業」を実施し、障害のある幼児児童生徒に対する総合的な教育支

別支援教育コーディネー 学校・中学校・高等学校等において校内委員会の設置や特別支援教育コ 援体制の整備を図るため、幼稚園・小学校・中学校・高等学校等における校内委員会の設置や特別支援教育コーデ

ターの指名などの支援体 ーディネーターの指名などの支援体制を整備する。特に幼稚園、高等学 ィネーターの指名などの支援体制の整備を推進。（～平成23年度）

制の整備 校を重点的に整備する。 平成24年度からは「特別支援教育就学奨励費補助金（特別支援教育体制整備の推進）」により、引き続き体制整

備を推進。（平成24年度～）

○校内委員会の設置

・幼稚園（公立） 32.7％〔18年〕→ 70％〔24年〕 【校内委員会の設置】

・高等学校（公立） 25.2％〔18年〕→ 70％〔24年〕 ・幼稚園（公立） 78.0％〔21年〕 82.0%[22年] 89.8%[23年] 91.0%[24年]

・高等学校（公立） 95.7％〔21年〕 96.9%[22年] 98.2%[23年] 99.0%[24年]

○特別支援教育コーディネーターの指名

・幼稚園（公立） 29.4％〔18年〕→ 70％〔24年〕 【特別支援教育コーディネーターの指名】

・高等学校（公立） 18.5％〔18年〕→ 70％〔24年〕 ・幼稚園（公立） 82.7％〔21年〕 88.7％[22年] 92.4%[23年] 93.6%[24年]

・高等学校（公立） 93.0％〔21年〕 96.7％[22年] 99.3%[23年] 99.8%[24年]

② 専門機関の機能の充実と多様化

○ 特別支援学校の小・中 79 幼稚園・小学校・中学校及び高等学校等の教員への支援、障害のある 文部科学省 ○ 都道府県等を対象に「特別支援教育総合推進事業」を実施し、管理職・教員・支援員等に対する研修、特別支援

学校等に対する支援の推 幼児児童生徒への指導・支援、特別支援教育に関する相談・情報提供、 学校のセンター的機能にかかる経費の措置などにより、小・中学校等に対する支援を推進。（～平成23年度）

進 関係機関との連絡・調整等、特別支援学校の小・中学校等に対する支援 平成24年度からは「特別支援教育就学奨励費補助金（特別支援教育体制整備の推進）」により、引き続き体制整

を推進する。 備を推進。（平成24年度～）

③ 指導力の向上と研究の推進

○ 特別支援学校教諭免許 80 特別支援学校において、教員の特別支援学校教諭免許状の保有率向上 文部科学省 ○ 特別支援学校における特別支援学校教諭等免許状保有状況等調査を実施し、情報提供を通じ、各都道府県の免許

保有率の向上 を図る。 状保有率向上を促している。

○特別支援学校教諭免許保有率向上を中期計画（５年以内）等に位置 ○ 特別支援学校に在籍する児童・生徒の障害の重複化・多様化等に対応した適切な教育を行うために、特別支援学

付ける都道府県の割合 校教員専門性向上事業において、免許法認定講習・認定公開講座の開設を促進。(平成18年度～）

32都道府県〔18年度〕→ 全都道府県〔24年〕

・特別支援学校教諭免許保有率向上を中期計画（５年以内）等に位置付ける都道府県の割合

（平成20年度） （平成21年度） （平成22年度） （平成23年度） （平成24年度）

32都道府県 32都道府県 32都道府県 32都道府県 32都道府県

○ 特別支援教育に関する 81 特別支援教育に携わるすべての教員の専門性を向上させるため、都道 文部科学省 ○ 特別支援学校に在籍する児童・生徒の障害の重複化・多様化等に対応した適切な教育を行うために、特別支援学

教員研修の促進 府県の講習や校内研修の促進を図る。各種指導者養成研修など、都道府 校教員専門性向上事業を実施。（平成18年度～）

県の指導者に対する研修を推進する。

○ 独立行政法人国立特別支援教育総合研究所において、各都道府県において特別支援教育に関して指導的立場にあ

る教員等を対象に、各種の専門的な研修を実施。
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○ 障害に関する外部専門 82 発達障害を含む障害のある幼児児童生徒に対し適切な支援を行うた 文部科学省 ○ ＰＴ、ＯＴ、ＳＴ等の外部専門家を活用した指導方法等の改善等に関する実践研究事業を実施し、特別支援学校

め、専門的知識・経験を有する外部専門家が教員に適切な指導・助言を と外部専門家が協力して、指導方法の改善について実践研究を行っている。（平成21年度まで）

家の学校における活用

行えるよう、外部専門家の活用を促進する。 ○ 「特別支援教育総合推進事業」において、医師や大学教員など外部専門家の活用を促してきた。(平成20年度～平

成23年度）

平成24年度からは「特別支援教育就学奨励費補助金（特別支援教育体制整備の推進）」として、引き続き体制整

備を推進。（平成24年度～）

○ 国立特別支援教育総合 83 独立行政法人国立特別支援教育総合研究所は我が国唯一の特別支援教 文部科学省 ○ 独立行政法人国立特別支援教育総合研究所において、重要である課題や喫緊の課題を重点推進研究として、以下

研究所における教育現場 育のナショナルセンターであることから、国の喫緊の課題や教育現場の の研究を実施。

のニーズを踏まえた重点 ニーズを踏まえ研究や研修を重点的に実施するとともに、特に新たな課 ・インクルーシブ教育システムにおける教育の専門性と研修カリキュラムの開発に関する研究

的な研究や研修の実施、 題となっている発達障害を含めた教育情報の提供を行う。 ・インクルーシブ教育システムの構築に向けた特別な支援を必要とする児童生徒への配慮や特別な指導に関する研

教育情報の提供 究

・デジタル教科書・教材及びICTの活用に関する基礎調査・研究

○ 平成20年度より、同研究所の「発達障害教育情報センター」において、教育関係者や保護者、一般国民に対し、

インターネットを通じて発達障害に関する各種教育情報の提供や理解啓発、教員研修用講座の配信を実施。さらに、

平成22年度に、同センターのWebサイトのリニューアルを行い、内容の更なる充実と分かりやすさの向上を図った。

④ 社会的及び職業的自立の促進

○ 特別支援学校と関係機 84 特別支援学校卒業後の職業的自立を推進するため、特別支援学校・教 文部科学省 ○ 学校と労働関係機関や企業等が緊密な連携の下、企業のニーズに応じた職業教育の改善や、特別支援学校とハロ

関等の連携・協力によ 育委員会、労働関係機関、企業等の緊密な連携・協力の下、現場実習先 ーワークが連携して新たな職域を拡大することなどを行う、職業自立を推進するための実践研究事業を実施した。(平

る、現場実習先の開拓・ の開拓や新たな職域の開拓を図る。 成20年度まで)

新たな職域の開拓

厚生労働省 ○ 障害者雇用施策と障害者福祉施策、特別支援教育との連携の強化を図るため、福祉施設、特別支援学校に対して、

一般雇用や雇用支援策に関する理解の促進と就労支援の取組の強化を働きかける「障害者就労支援基盤整備事業」

を実施しているところ。

○ 障害者の職業自立に対 85 障害のある生徒及びその保護者等に対し、障害者の一般雇用や雇用支 文部科学省 ○ 職業自立を推進するための実践研究事業において、障害のある生徒やその保護者等に対して、一般就労に向けて

の理解促進の取組を充実。(平成20年度まで)

する理解啓発の促進

援策に関する理解の促進を図る。 ○ 教育委員会や学校長を対象とした各種会議において、関係機関と連携した一般就労の取組を一層充実するよう求

めている。

○ 保護者、教育関係者をはじめ広く社会一般の人々を対象とした特別支援教育全国フォーラムを開催し、障害のあ

る子どもの職業的自立についての理解を促進。（平成20年度まで）

○ 障害のある児童生徒の保護者、学校教育関係者、関係団体の人々が特別支援教育に係わる最新の全国的な状況や

取組について協議を実施する「全国特別支援教育振興協議会」において、就労支援に関する課題について情報交換。

○ 特別支援学校高等部と 86 卒業後の就職先が内定していない就職希望者に対し、より早い段階で 文部科学省 ○ 特別支援学校卒業後、直ちに就職が難しいと考えられる就職未内定者に対して、公共職業訓練の受講を積極的に

連携した効果的な職業訓 職業訓練を活用することにより職業能力の向上を図り、就労に向けた切 促し、就労に必要とされる知識・技能等を付与するため、各都道府県の職業能力開発主管部と各都道府県教育委員

練の実施 れ目のない支援を実施する。 会等が連携を強化するよう、文部科学省と厚生労働省との連名通知を発出。（平成20年度）
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厚生労働省 ○ ｢特別支援学校と連携した早期委託訓練モデル事業｣を実施し、卒業後の就職先が内定していない就職希望者に対

し、より早い段階で職業訓練を活用することにより職業能力の向上を図り、教育から就労に向けた切れ目のない支

援を推進。(平成20年度～）

○ 障害学生の支援の充実 87 独立行政法人日本学生支援機構が行う「障害学生修学支援ネットワー 文部科学省 ○ 日本学生支援機構において、大学等における障害のある学生に対する支援環境の整備・充実を図る取組を進めて

ク」（全国の大学や関係機関がネットワークを作り、障害学生修学支援 いくため、先進的な取組を進めている札幌学院大学、宮城教育大学、筑波大学、富山大学、日本福祉大学、同志社

制度の整備を目指す。）等の事業を推進することにより、障害のある学 大学、関西学院大学、広島大学、福岡教育大学を「拠点校」として、全国の大学等の障害学生修学支援担当者から

の相談に応じる等の事業を行うとともに、障害者施策の専門的な研究機関である独立行政法人国立特別支援教育総

生が学びやすい環境をつくる。 合研究所、筑波技術大学及び国立障害者リハビリテーションセンターが「協力機関」として、この事業をサポート

している。

88 「新たな社会的ニーズに対応した学生支援プログラム」において採択 文部科学省 ○ 学生の人間力を高め人間性豊かな社会人を育成するため、各大学等における、入学から卒業までを通じた組織的

されたプログラム（障害学生支援関係を含む。）について、財政支援を かつ総合的な学生支援のプログラムのうち、学生の視点に立った独自の工夫や努力により特段の効果が期待される

行うとともに、今後、広く社会に情報提供することで、各大学等におけ 取組を含む優れたプログラムへの支援として予算措置し、選定した取組への継続支援を行った。（平成23年度まで）

る学生支援機能の充実を図る。

○ 平成24年6月より高等教育局に有識者会議を設置し、今後の高等教育段階における障害のある学生の就学支援の在

り方等について県等を実施。平成24年12月に第一次まとめとして報告書を取りまとめ、各大学等に対し、本報告書

を踏まえ、障害のある学生の就学支援の充実及び就学機会の確保に努めるよう通知文書を発出した。

89 大学入試に関し、障害者の受験機会等を確保する観点から、障害の種 文部科学省 ○ 従来、各国公私立大学等に対し、大学入学者選抜実施要項や各種会議を通じて、障害のある受験生については、

類に応じた配慮（試験時間の延長、点字・拡大文字による出題、介助者 その能力・適性等に応じた学部等への進学の機会を広げる観点から、受験の機会を確保するよう障害の状態に応じ、

点字による出題、試験時間、試験場の整備等障害のある受験生に対する入試における配慮を求めている。

の付与等）を行うことを各大学に要請する。 それらの趣旨を踏まえ、大学入試センター試験や各大学の個別試験においては、点字・拡大文字による出題、筆

跡を触って確認できるレーズライターによる解答、チェック解答、試験時間の延長、代筆解答などの配慮を実施し

ている。なお、大学入試センター試験においても、平成23年度試験から発達障害のある受験生にも受験上の配慮を

実施している。

○ 放送大学における視聴 90 聴覚障害のある学生等からの要望を受け、希望の多いテレビ番組につ 文部科学省 ○ 放送大学において、字幕付与授業68科目を放送した（平成24年度第２学期）。

者のニーズに応じた多様 いて字幕を制作し、字幕付与番組として放送する。

な字幕番組の制作

⑤ 施設のバリアフリー化の促進

○ 特別支援教育に係る施 91 特別支援教育に係る施設の計画的な整備のため、特別支援学校や小・ 文部科学省 ○ 特別支援学校や小・中学校等の施設整備事例を紹介した「特別支援教育推進のための学校づくりを目指して～特

設整備計画策定事例の周 中学校等の具体的な整備計画の事例を取りまとめ、各都道府県等への周 別支援教育を推進するための施設整備事例集～」を平成20年6月に作成し、各都道府県教育委員会等に対して周知。

知 知を図る。

○ 上記事例集について、研修会等を通じて普及啓発活動を実施。

○ 「特別支援学校施設整備指針（H23.3）」の主な改訂内容について、分かりやすく解説した事例集「これからの特

別支援学校施設」を平成24年5月に作成し、各都道府県教育委員会等に対して周知。
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５ 雇用・就業

① 障害者の雇用の場の拡大

92 障害者の雇用機会の拡大による職業的自立を図るため、障害者雇用率 厚生労働省 ○ 障害者雇用納付金制度の対象事業主を常用労働者100人超の事業主に段階的に拡大すること、障害者雇用義務制度

制度を中心として、障害者雇用の一層の促進を図る。このため個別の企 における事業協同組合等算定特例の創設等を内容とする改正障害者雇用促進法が成立（平成20年12月）。

業への雇用率達成指導を厳格に実施するとともに、障害者の雇用管理に

関する専門的支援を充実する等、特に中小企業への働きかけを強化する。 ○ 障害者雇用の経験が少ない中小企業において、初めて身体・知的・精神障害者を雇用した場合に、奨励金を支給

また、障害者雇用促進法及び障害者基本計画に基づき除外率制度の段 する障害者初回雇用奨励金を創設。（平成20年～）

階的縮小を進める。

○ 平成24年６月１日現在における雇用率未達成の企業（40,614企業）に対し、個別指導、雇用率達成セミナー等に

○雇用障害者数 よる指導を実施。

64万人〔25年度〕 ○ 実雇用率が著しく低く、かつ、障害者雇用率を達成するために雇い入れなければならない障害者数が一定以上の

企業に対し、平成24年度においては雇入れ計画作成命令221件、適正実施勧告252件、特別指導49件を実施。なお、

企業名の公表については、11年ぶりに該当企業なし。

○ 就労移行支援事業及び就労継続支援事業については、全都道府県において事業が実施されており、一般就労への

移行促進を支援している。

〔20年度実績〕〔21年度実績〕〔22年度実績〕〔23年度実績〕〔24年度実績〕

・一般就労への年間移行者数 3,000人 3,293人 4,403人 5,675人 集計中

○ 各府省・各地方公共団 93 各府省・各地方公共団体において、職場実習を活用するなどして、知 総務省 ○ 各府省において実施するチャレンジ雇用を支援するため、各府省のチャレンジ雇用の実施状況等の調査研究を実

体における「チャレンジ 的障害者等が、一般雇用に向けて経験を積むための「チャレンジ雇用」 施した。（平成20年度）

雇用」の推進等 を推進する。

○ 「障害者施策推進課長会議」において「公務部門における障害者雇用マニュアル」を作成、配布した。（平成20

年度）

○ 本府省等において「公務部門における精神障害者の職場体験実習」を実施している。（平成20年度～）

○チャレンジ雇用の推進

全府省で実施〔20年度〕 ○ 「公務部門における障害者雇用推進に関する地方別説明会」を地方８ブロックにおいて開催した。（平成21年度）

○ 地方８ブロックにおいて「地方機関における知的障害者の職場体験実習」を実施するとともに、当該実習の成果

等を踏まえて「公務部門における障害者雇用推進に関する地方別実務研究会」を各ブロックにおいて開催した。（平

成22年度）

○ 地方７ブロックにおいて「地方機関における精神障害者の職場体験実習」を実施するとともに、当該実習の成果

等を踏まえて「公務部門における障害者雇用推進に関する地方別実務研究会」を各ブロックにおいて開催した。（平

成23年度）
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○ 総務省において、「公務部門における発達障害者の職場体験実習」を実施するとともに、当該実習の成果等を踏

まえて「公務部門における障害者雇用推進に関する地方別実務研究会」を各ブロックにおいて開催した。(平成24年

度)

なお、総務省においては「チャレンジ雇用」として、20年10月より１名採用。（平成20年度）

厚生労働省 ○ 厚生労働省における実施状況： 315人（平成25年3月1日現在）

内閣府 ○ 平成20年度から23年度まで、「チャレンジ雇用」として計13名を雇用し、平成24年度は前年度からの継続雇用も

含め計６名を雇用（沖縄総合事務所２名を含む。）。

警察庁 ○ 平成20年度より知的障害者１名を雇用しており、平成24年度末現在、知的障害者を２名雇用している。

金融庁 ○ 平成20年５月より１名採用。

法務省 ○ 「チャレンジ雇用」として平成20年度から１名、平成22年度から２名（うち１名は平成24年度途中で退職）を雇

用している。

財務省 ○ 平成20年度に精神障害者を１名、平成22年度に知的障害者を１名、平成23年度に精神障害者を１名雇用している。

文部科学省 ○ 平成20年度より知的障害者１名、平成22年度より知的障害者１名を雇用している。

農林水産省 ○ 平成20年度より知的障害者１～２名を雇用している。

経済産業省 ○ 経済産業省における実施状況：4人（平成24年3月）。

環境省 ○ 平成22年度より知的障害者２名を雇用（うち１名は平成23年12月に民間企業に就職）。

防衛省 ○ 平成20年度より知的障害者１名、平成22年度より知的障害者２名を雇用している。

外務省 ○ 平成21年度より知的障害者１名を雇用している。

○ 公的機関における障害 94 国及び地方公共団体の障害者雇用を一層促進し、実雇用率の更なる上 厚生労働省 ○ 平成24年6月1日現在、国の機関(法定雇用率2.1%)は39機関中39機関、都道府県の機関(法定雇用率2.1%)は155機

者雇用の一層の促進 昇を図る。特に障害者雇用率の達成率が低い都道府県教育委員会での障 関中144機関が達成、市町村の機関(法定雇用率2.1%)は2,312機関中1,998機関が達成、法定雇用率2.0%が適用され

害者雇用の取組の促進を図る。 る都道府県等の教育委員会は121機関中85機関が達成。

○公的機関の障害者雇用率 公的機関における障害者雇用率(上段)、達成機関の割合(下段（ ）内) ※〔 〕内は法定雇用率

(平成21年6月1日)(平成22年6月1日) (平成23年6月1日) (平成24年6月1日)

すべての公的機関で障害者雇用率達成〔24年度〕 国の機関〔2.1%〕 2.17% 2.29% 2.24% 2.31%

（97.4%） （97.4%） (100.0%) (100.0%)

都道府県の機関〔2.1%〕 2.48% 2.50% 2.39% 2.43%

（96.9%） （94.9%） (90.4%) (92.9%)

市町村の機関〔2.1%〕 2.37% 2.40% 2.23% 2.25%

（87.7%） （88.4%） (83.7%) (86.4%)

都道府県等の教育委員会〔2.0%〕 1.72% 1.78% 1.77% 1.88%

（54.3%） （60.8%） (67.6%) (70.2%)
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厚生労働省 ○ 平成22年10月に、障害者採用計画の実施状況が不適正であった都道府県教育委員会22機関に対し、厚生労働大臣

による適正実施勧告を発出。

○ 平成24年3月に、障害者採用計画の実施状況が不適正であった都道府県教育委員会17機関に対し、厚生労働大臣に

よる適正実施勧告を発出。

○ 平成25年2月に、障害者採用計画の実施状況が不適正であった都道府県教育委員会６機関に対し、厚生労働大臣に

よる適正実施勧告を発出。

○ 精神障害者、発達障害 95 精神障害の特性に応じた支援の充実・強化を通じて、精神障害者の雇 厚生労働省 ○ 精神障害者の常用雇用への移行を図るため、精神障害者ステップアップ雇用奨励金を創設。（20年度～24年度）

者等の雇用促進 用機会の拡大を図る。 平成22年10月からは、発達障害者にも対象を拡大。

また発達障害者等について、調査研究や支援のための技法開発を進め

企業等の理解の促進等を図ることにより雇用の促進を図る。 ○ 精神障害者の雇用 （平成20年度）（平成21年度）（平成22年度）（平成23年度）(平成24年度)

56人以上の規模の企業で雇用される精神障害者数 0.6万人 0.8万人 1万人 1.3万人 1.7万人

○精神障害者の雇用 精神障害者ステップアップ雇用常用雇用移行率 21％ 45.5％ 45.2％ 42.2％ 42.4％

・56人以上の規模の企業で雇用される精神障害者数

0.4万人〔19年〕→ 1.5万人〔25年〕 ○ 発達障害者の雇用を促進し職業生活上の課題を把握するため、発達障害者雇用開発助成金を創設。（21年度～24

・精神障害者ステップアップ雇用 年度）

常用雇用移行率 60％〔24年度〕

○ 障害者職業総合センターにおいて、発達障害者に対する専門的な支援技法として「発達障害者のワークシステム

・サポートプログラム」を開発し、平成24年度においては、14カ所の地域障害者職業センターで「発達障害者に対

する体系的支援プログラム」を実施。

〔障害者の能力や特性に応じた働き方の支援〕

○ 障害者の在宅就業の促 96 多様な就業形態による就業機会の拡大を図るため、在宅就業団体の登 厚生労働省 ○ 在宅就業支援団体登録数

進 録数を増やす。

（平成20年度） （平成21年度）(平成22年度)（平成23年度）（平成24年度）

○在宅就業支援団体登録数 16団体〔19年〕→ 100団体〔24年度〕 登録数 18団体 17団体 17団体 19団体 21団体

○ 短時間労働による障害 97 障害者の能力や特性に応じた働き方を支援するため、障害者のニーズ 厚生労働省 ○ 障害者雇用義務制度の対象に短時間労働者を加えること等を内容とする改正障害者雇用促進法が施行（平成22年

者雇用の促進 を踏まえつつ、短時間労働に対応した障害者雇用促進法制の整備等によ ７月）。

り、障害者の雇用機会の拡大を図る。

○ 農業法人等への障害者 98 農業法人等における障害者雇用を推進するため、農業法人等に障害雇 農林水産省 ○ 農業者に障害者就労の先進事例や就労マニュアル等の普及啓発を行うとともに、障害者支援のための研修会を開

雇用の推進 用のノウハウ及び関連情報等の提供を行う。 催。

また、農業分野におけるトライアル雇用を推進するため、農業法人に

関連制度等の情報を提供する。
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② 総合的支援施策の推進

〔雇用、福祉、教育等の連携による地域の就労支援力の強化〕

○ ハローワークを中心と 99 ハローワークを中心に福祉・教育等関係機関と連携した「障害者就 厚生労働省 ○ ハローワークを中心とした「チーム支援」については、平成24年度は21,635人に対し支援を行い、平成24年度は1

した「チーム支援」の充 労支援チーム」による支援を行うこと等により、就職の準備段階から 0,636人の就職を実現。

実・強化等 職場定着までの一貫した支援を展開する。

○ ハローワークを通じた障害者の就職件数

○ハローワークを通じた障害者の就職件数

(平成20年度) (平成21年度)（平成22年度）（平成23年度）（平成24年度）

24万件〔20～24年度の累計〕 就職件数 44,463件 45,257件 52,931件 59，367件 68,321件

○ 障害者職業センターに 100 障害者職業総合センターにおいて、発達障害者、精神障害者等これ 厚生労働省 ○ 障害者職業総合センターにおいて、発達障害者に対する専門的な支援技法として「発達障害者のワークシステム

おける専門的支援の推進 まで効果的な対応ができずに来た障害者への新たな支援技法の開発を ・サポートプログラム」を開発し、平成24年度においては、14カ所の地域障害者職業センターで「発達障害者に対す

行い、普及を図る。また、地域障害者職業センターにおいては、どの る体系的支援プログラム」を実施。

地域においても、比較的軽度な障害者を含め、あらゆる障害者を対象

として、それぞれに必要な職業リハビリテーションサービスを提供す ○ 地域障害者職業センター

ることとした上で、就職等の困難性の高い障害者に対する専門的支援

に重点化する。併せて、就労支援を担う専門的な人材の育成、地域の （平成20年度） (平成21年度) （平成22年度） (平成23年度) （平成24年度）

就労支援機関に対する助言・援助を積極的に行い、地域の就労支援力 ・支援対象者数 27,435人 28,428人 29,864人 30,857人 31,831人

の底上げを図る。 ・職場適応援助者（ジョブコーチ）

支援事業における支援終了後定着率 84.5% 84.8% 87.6% 87.4% 86.7％

○地域障害者職業センター

・支援対象者数 12.5万人〔20～24年度の累計〕

・職場適応援助者（ジョブコーチ）支援事業における支援終了後

定着率 80％以上〔24年度〕

○ 障害者就業・生活支援 101 障害者の身近な地域において就業面と生活面における一体的な支援 厚生労働省 ○ 障害者の職業的自立を図るため、雇用、保健福祉、教育等関係機関と連携した就業面と生活面での支援を一体的

センターの全国展開と支 を行う障害者就業・生活支援センターについて、すべての障害保健福 に行う「障害者就業・生活支援センター事業」を実施。

援の充実 祉圏域に設置するとともに、地域のニーズや支援実績等に応じた実施

体制の充実を図る。 （平成20年度） (平成21年度) (平成22年度) (平成23年度) （平成24年度）

設置数 206か所 247か所 272か所 313か所 316か所

○障害者就業・生活支援センター 相談・支援件数 739,619件 915,732件 1,047,016件 1,195,257件 1,271,472件

（支援対象者数） 46,492人 61,981人 78,063人 94,960人 110,914人

・設置数 135〔19年〕→ 全障害保健福祉圏域に設置〔23年〕 就職件数 6,234件 7,961件 10,266件 13,769件 15,431件

・利用者の就職件数 9,000件〔24年度〕 就職率 51 % 50% 56.5% 69% 73%

・就職率 50％以上〔24年度〕 ○ 障害者就業・生活支援センターの設立を促進するため、設立に係る準備を行った場合に、準備に要した費用の一

部を助成する「障害者就業・生活支援センター設立準備助成金」事業を実施。（平成23年度まで）

○ 職場適応援助者（ジョ 102 職場での適応に課題を有する障害者及び事業主に対してきめ細かな 厚生労働省 ○ 障害者の職場への適応を円滑にするため、障害者が働く職場に職場適応援助者（ジョブコーチ）を派遣し、障害

ブコーチ）による支援の 支援を行う職場適応援助者（ジョブコーチ）の養成を進め、障害者の 者、事業主、当該障害者の家族に対して、職場適応に向けたきめ細やかな支援を実施する。

推進 円滑な就職及び職場適応を推進する。

○ ジョブコーチ養成数

○ジョブコーチ養成数 （平成20年度）（平成21年度）（平成22年度）（平成23年度）（平成24年度）

1,500人〔18年度〕→ 5,000人〔23年度〕 養成数 2,576人 3,239人 3,877人 4,590人 5,344人
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○ジョブコーチ支援 ○ ジョブコーチ支援終了後の定着率

（平成20年度）（平成21年度）(平成22年度)（平成23年度）（平成24年度）

支援終了後の定着率 80％以上〔24年度〕 定着率 84.5％ 84.8％ 87.6% 87.4% 86.7％

○ 中途障害者等の雇用継 103 在職中に身体障害者、精神障害者、難病患者等となった者に対し、 厚生労働省 ○ 精神障害者総合雇用支援

続のための支援 適切な職業リハビリテーションサービスを提供し、雇用の継続を図る

○精神障害者総合雇用支援 （平成20年度）（平成21年度）（平成22年度）（平成23年度）（平成24年度）

支援終了後の復職・雇用継続率 75％〔24年度〕 支援終了後の復職・雇用継続率 80.2％ 80.8％ 82.0% 84.0% 83.3％

○ 関係機関が連携して職 104 障害者の職業自立を支援するため、雇用、福祉、教育等の関係機関 文部科学省 ○ 高等学校学習指導要領において、障害のある生徒について、「個別の教育支援計画」を作成することなどにより、

業自立の支援を行うため が緊密な連携の下、個別の支援計画の策定やその活用の推進を図る。 障害の状態等に応じた指導内容や指導方法の工夫を計画的，組織的に行う旨を規定。（平成20年度～）

の個別の支援計画の策定

・活用の推進 ○ 特別支援学校高等部学習指導要領において、すべての生徒について「個別の教育支援計画」を作成することを規

定。（平成20年度～）

○ 都道府県等を対象に「特別支援教育総合推進事業」を実施し、教育・福祉・医療・労働等の関係機関の連携によ

る支援体制の構築や個別の教育支援計画の作成を推進。（～平成23年度）

平成24年度からは「特別支援教育就学奨励費補助金（特別支援教育体制整備の推進）」として、引き続き体制整

備を推進。（平成24年度～）

○ 福祉的就労から一般雇用への移行の促進等、雇用と福祉の一層の連携強化を図るため、福祉施設及び特別支援学

厚生労働省 校に対し、一般雇用や雇用支援策に関する理解の促進と就労支援の取組みの強化を働きかける「障害者就労支援基

盤整備事業」を実施するとともに、ハローワークが中心となり福祉等の関係者による連携体制を確立し、就職の準

備段階から職場定着までの一連の支援を行う「チーム支援」を実施。

○ 障害者雇用に関する円滑・効果的な連携のための連絡・調整や、障害者の就職の促進及び社会復帰の促進に関す

る諸対策の協議等のため、都道府県労働局及び都道府県関係部局を中心に事業主団体、労働組合等の関係機関から

なる都道府県障害者雇用連絡協議会を、また、公共職業安定所を中心に地域における教育、福祉、医療機関等から

なる障害者雇用連絡会議を開催。

〔一般就労への移行を促進するための支援等の充実・強化〕

105 事業主に障害者雇用のきっかけを提供するとともに、障害者に実践 厚生労働省 ○ トライアル雇用の実施状況

的な能力を取得させて常用雇用に移行するための短期間の試行雇用（ト (平成20年度) (平成21年度) (平成22年度)（平成23年度）（平成24年度）

ライアル雇用）を推進する。 実施人数 8,321人 8,545人 10,650人 11,378人 5,048人

終了者 7,720人 7,198人 9,520人 9,820人 6,410人

○トライアル雇用

対象者の常用雇用移行率 80％以上〔24年度〕 (うち常用雇用移行者) 6,436人 6,066人 8,228人 8,532人 5,655人

常用雇用移行率 83.4% 84.3% 86.4% 86.9% 88.2%

○ 福祉施設から一般就労 106 福祉施設から一般就労への移行を促進するため、就労移行支援事業 厚生労働省 ○ 就労移行支援事業及び就労継続支援事業については、全都道府県において事業が実施されており、一般就労への

への移行の促進 所、就労継続支援事業所の計画的整備を行う。 移行促進を支援している。

○一般就労への年間移行者数

0.2万人〔17年度〕→ 0.9万人〔23年度〕
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○就労移行支援の利用者数 （20年度実績） （21年度実績） （22年度実績） （23年度実績）

29.2万人日分〔19年度〕→ 72万人日分〔23年度〕 （24年度実績）

・一般就労への年間移行者数 3,000人 3,293人 4,403人 5,675人

○就労継続支援の利用者数 集計中

83.1万人日分〔19年度〕→ 277万人日分〔23年度〕

・就労移行支援の利用者数 29.8万人日分 36.5万人日分 36.7万人日分 42.0万人日分

45.6万人日分

※「就労移行支援の利用者数」及び「就労継続支援の利用者数」は、各都

道府県の障害福祉計画における19年度の平均的なサービス見込量（１月 ・就労継続支援の利用者数 103.1万人日分 159.0万人日分 204.0万人日分 281.9万人日分

当たり）の合計値である。 335.7万人日分

107 また、職場実習など施設外での就労に協力可能な農業法人等の情報 農林水産省 ○ 福祉関係者や農業関係者等を対象にした障害者就労推進研修会等において、農業法人等による施設外就労の情報

を提供する。 を関係機関に提供している。

○ 授産施設等で働く障害 108 平成19年度からの５か年において、官民一体となった取組を推進し 厚生労働省 ○ 平成19年度より、工賃倍増５か年計画支援事業を実施し、各都道府県が策定した計画に基づき、工賃引き上げに

者の工賃水準を引き上げ 資する取組を進めている。（平成23年度まで）

るため「工賃倍増５か年 工賃水準の倍増を図るとともに、一般雇用への移行を進める。 「工賃倍増５か年計画」による取組の実績を踏まえ、平成24年度より工賃向上計画支援事業を実施し、工賃引上

計画」による福祉的就労 げに向けた取組を支援している。

の底上げ ○授産施設等の平均工賃月額

12,222円〔18年度〕→ 平均工賃倍増を目指す〔23年度〕

・平均工賃月額

（平成20年度）（平成21年度）（平成22年度）（平成23年度）（平成24年度）

12,587円 12,695円 13,079円 13,586円 集計中

○ 福祉施設等における仕 109 福祉施設等における障害者の仕事の確保に向け、国は、公共調達に 内閣府 ○ 平成21年２月に、障害者福祉施設等への発注促進のため、全省庁の会計担当者を集めた会議を開催するとともに、

事の確保に向けた取組の おける競争性及び公正性の確保に留意しつつ、福祉施設等の受注機会 厚生労働省 平成21年３月に各府省庁宛に、内閣府と厚生労働省連名により通知を発出。

推進 の増大に努めるとともに、地方公共団体等に対し、国の取組を踏まえ

た福祉施設等の受注機会の増大の推進を要請する。 厚生労働省 ○ 平成20年度税制改正において、障害者の「働く場」に対する発注促進税制を創設し、福祉施設等に業務を発注し

また、企業から福祉施設等に対する発注を促進する税制を創設し、 た企業に対して税制上の優遇を行っている。

当該税制の活用を促すこと等により、障害者の仕事の確保に向けた取 ○ 平成21年２月に、地方公共団体に対し、障害福祉施設等に対する官公需の発注等への配慮について通知を発出。

組を推進する。

○ 特別支援学校高等部卒 110 特別支援学校高等部卒業者の職業自立を推進するため、特別支援学 文部科学省 ○ 学校と労働関係機関や企業等が緊密な連携の下、企業のニーズに応じた職業教育の改善や、特別支援学校とハロ

業者の就労支援の推進 ーワークが連携して新たな職域を拡大することなどを行う、職業自立を推進するための実践研究事業を実施した。(平

校とハローワーク、企業等の関係機関等の連携・協力により現場実習 成20年度まで)

の開拓を行うなど、就労支援の推進を図る。 ○ 特別支援学校高等部学習指導要領において、地域及び産業界や労働等の業務を行う関係機関との連携を図り、産

業現場等における長期間の実習を取り入れるなど就業体験の機会を積極的に設けることや、家庭及び地域や福祉，

労働等の業務を行う関係機関との連携を十分に図りつつ、計画的、組織的な進路指導を行い、キャリア教育を推進

することを規定。（平成20年度～）

○ 特別支援学校卒業後、直ちに就職が難しいと考えられる就職未内定者に対して、公共職業訓練の受講を積極的に

促し、就労に必要とされる知識・技能等を付与するため、各都道府県の職業能力開発主管部と各都道府県教育委員

会等が連携を強化するよう、文部科学省と厚生労働省との連名通知を発出。（平成20年度）

○ 特別支援学校における特別支援教育に関する教育課程等についての実践研究において、関係機関と連携した職業

教育の改善に関する研究を実施。（平成21年度～）
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厚生労働省 ○ 障害者雇用施策と障害者福祉施策、特別支援教育との連携の強化を図るため、福祉施設、特別支援学校に対して、

一般雇用や雇用支援策に関する理解の促進と就労支援の取組の強化を働きかける「障害者就労支援基盤整備事業」

を実施しているところ。（平成24年度まで）

○ 特別支援学校と連携した早期委託訓練モデル事業において、労働関係機関と都道府県教育委員会､特別支援学校等

とが連携し､ 職業訓練の受講により就職が見込める者に対して、特別支援学校在学中から職業訓練を実施。（平成

20年度～）

○ 高等学校・大学におけ 111 高等学校における発達障害を含む障害のある生徒の就労を支援する 文部科学省 ○ 平成19年度より、高等学校における発達障害のある生徒に対し、地域の大学、教育センターやハローワーク等の

る就労支援の推進 労働関係機関等と連携し、ソーシャルスキルの指導や授業方法・教育課程上の工夫、就労支援等、全国の高等学校

ため、各自治体や学校等において、教育、医療、保健、福祉やハロー の参考となるような具体的な支援の在り方について検討を行う「高等学校における発達障害支援モデル事業」を実

ワーク、地域障害者職業センター等の労働関係機関等が連携した特別 施。平成24年度より、高等学校等における特別支援教育の必要性を重視し、発達障害のある生徒の職業教育・進路

支援教育体制を整備する。また、大学における障害のある学生の就労 指導の充実等を図るため、「高等学校等における発達障害のある生徒へのキャリア教育の充実」事業を実施。また、

を支援する。 大学における障害のある学生の就労支援に関し、日本学生支援機構のＨＰにおいて、ハローワークにおける就職情

報の提供と職業相談の実施や就職活動支援ウェブサイト等の学外機関の活用について、大学の担当職員等に周知。

厚生労働省 ○ ハローワークを利用する障害のある大学生に対し、職業相談・指導及び紹介等の就労支援を実施。

○ 発達障害者等コミュニケーション能力や対人関係に困難を抱えている者について、ハローワークにおいて希望や

特性に応じた専門支援機関に誘導するとともに、障害者向けの専門支援を希望しない者については、ハローワーク

に就職チューター(現・就職支援ナビゲーター（発達障害等支援分））を配置し、専門的な相談・支援を行う「若年

コミュニケーション能力要支援者就職プログラム」 を実施。（平成19年度～）平成24年度の実績は個別支援対象

者数3,094人、就職率55.6%。

○ 障害者の就労に対する 112 障害者やその保護者、企業関係者、福祉関係者等を始めとした国民 厚生労働省 ○ ９月の「障害者雇用支援月間」（高齢・障害・求職者雇用支援機構主催、厚生労働省後援）を中心とし、厚生労

理解啓発の促進 全体に対し、障害者の就労に対する理解啓発を促進する。 働省で は、障害者雇用優良事業所等の表彰を実施。平成24年度の優良事業所等として、障害者雇用優良事業所35

社、障害者の雇用の促進と職業の安定に貢献した個人１人、優秀勤労障害者30人に厚生労働大臣表彰を行った。

また、高齢・障害・求職者雇用支援機構では、職場改善好事例募集、月間ポスター原画募集、月間ポスター原画

入賞作 品展示会の開催、障害者ワークフェアの開催等を通じ企業等に対する啓発活動を実施。平成24年度の優良

事業所等として、障害者雇用優良事業所35社、障害者の雇用の促進と職業の安定に貢献した個人１人、優秀勤労障

害者30人に厚生労働大臣表彰を、障害者雇用優良事業所30社、障害者の雇用の促進と職業の安定に貢献した個人1人、

優秀勤労障害者28人に高齢・障害・求職者雇用支援機構理事長表彰を行った。

〔障害者の職業能力開発の推進〕

○ 公共職業能力開発施設 113 障害者職業能力開発校において、職業訓練上特別な支援を要する障 厚生労働省 ○ 障害者職業能力開発校において、職業訓練上特別な支援を要する障害者の受入れを促進し、障害の態様に応じた

における障害者職業訓練 害者に重点を置いた支援を実施するとともに、一般の公共職業能力開発 きめ細やかな職業訓練を実施。

の推進 施設において、障害者の受入れを推進する。

（平成20年度） （平成21年度） (平成22年度) (平成23年度) （平成24年度）

実施人数 1,905人 1,968人 2,030人 1,948人 1,880人

就職率 59.0％ 55.0％ 60.0％ 65.9％ 68.7％

○ 障害者の職業訓練については、ノーマライゼーションの観点から、施設のバリアフリー化を推進すること等によ

り、可能な限り一般の公共職業能力開発施設に受け入れて実施している。
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（平成20年度）（平成21年度）（平成22年度）（平成23年度）（平成24年度）

一般の公共職業能力開発施設に

おいて職業訓練を受けた障害者数 759人 733人 732人 719人 608人

○ 一般の公共職業能力開発校に知的障害者等（平成16年度～）や発達障害者（平成19年度～）を対象とした職業訓

練コースを設定し訓練機会を提供。

（平成20年度） （平成21年度） （平成22年度） （平成23年度） （平成24年度）

設定数 23県34コース 23県32コース 22県29コース 21県29コース 20県27コース

受講者数 425人 425人 378人 347人 312人

就職率 70.6％ 64.9％ 72.8％ 76.2％ 73.8％

○ 障害者の態様に応じた 114 就労移行支援事業の利用者、特別支援学校の生徒等の職業訓練機会 厚生労働省 ○ 企業、社会福祉法人、ＮＰＯ法人、民間教育訓練機関等多様な職業能力開発資源を活用した障害者の態様に応じ

多様な委託訓練の拡充 の充実を図るため、企業、社会福祉法人、特定非営利活動法人、民間 た多様な委託訓練を拡充して実施。

教育訓練機関等地域の委託訓練先を開拓し、障害の態様に応じた多様

な委託訓練を実施する。

○障害者の態様に応じた多様な委託訓練の就職率 （平成20年度）（平成21年度）(平成22年度) （平成23年度）（平成24年度）

41.3％〔18年〕→ 50％〔24年〕 訓練者数 5,781人 6,067人 6,198人 5,637人 5,477人

就職率 38.4％ 41.6％ 43.8％ 44.4％ 45.2％

６．保健・医療

① 障害の原因となる疾病等の予防・治療

○ 生活習慣の改善による 115 生活習慣の改善により、循環器病等の減少を図る。 厚生労働省 ○ 「健康日本21」（平成12年３月）において、脳卒中等循環器疾患の予防に関して、食塩摂取量の減少、肥満者の

循環器病等の減少 減少等の目標値を設定し、生活習慣の改善を図るための取組を推進するとともに、循環器疾患に対する正しい知識

や予防の重要性について、ホームページ等を通して国民への普及啓発を実施。平成25年度からは、平成24年7月に告

示した「健康日本21（第2次）」に基づく取組を実施する予定である。

○ 平成27年度から使用する「日本人の食事摂取基準（2015年版）」は、生活習慣病の発症予防に加えて、重症化予

防も視野に入れて基準を策定するため、平成25年２月から議論を行っており、平成25年度中に報告書を取りまとめ

る予定である。

○ 生活習慣病を予防するために「健康づくりのための運動指針2006（エクササイズガイド2006）（平成18年７月）」

を策定し、安全で有効な運動の普及に向けた取組を推進。また、平成25年３月には「健康づくりのための身体活動

基準2013」と「健康づくりのための身体活動指針（アクティブガイド）」を策定し、平成25年度からは、ライフス

テージに応じた健康づくりのための身体活動に関する普及啓発等をさらに推進する予定である。

○ 糖尿病の予防・治療の 116 糖尿病について、検診を受ける者の増加、有病者数の減少及び有病 厚生労働省 ○ 「健康日本21」（平成12年３月）において、生活習慣の改善による糖尿病の発症予防、糖尿病検診の受診の促進

継続 者の治療継続率の向上を図る。 及び治療の継続について目標値を設定し、その普及啓発を推進する平成25年度からは、平成24年７月に告示した「健

康日本21（第2次）」に基づく取組を実施する予定である。

○ 平成20年度から、メタボリックシンドロームに着目した特定健康診査・特定保健指導を実施。
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○ 糖尿病のより効果的な予防、診断、治療等を確立するための質の高い臨床研究を実施することを目的として、厚

生労働科学研究費補助金において、「循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業」を実施。

○ 難治性疾患に関する病 117 難治性疾患に関し、病因・病態の解明、治療法の開発及び生活の質 厚生労働省 ○ 難治性疾患の治療方法の確立を目指し、難治性疾患克服研究事業を一層推進する。

因・病態の解明 の向上につながる研究開発を推進する。

② 障害に対する適切な保健・医療サービスの充実

○ 高次脳機能障害の支援 118 高次脳機能障害への支援を行うための支援拠点機関を、全都道府県 厚生労働省 ○ 高次脳機能障害支援普及事業

拠点機関の設置等 に設置する。 都道府県に高次脳機能障害者への支援拠点機関を置き、高次脳機能障害者に対する専門的な相談支援、関係機関と

の地域ネットワークの充実、高次脳機能障害に関する研修等を行い、高次脳機能障害者に対して適切な支援が提供

される体制を整備。

（平成20年度） (平成21年度) （平成22年度）

○高次脳機能障害支援拠点 支援拠点設置箇所数 42都道府県 54箇所 43都道府県 60箇所 46都道府県 64箇所

(平成23年度) （平成24年度）

18都道府県〔18年度末〕→ 全都道府県〔24年度〕 47都道府県 70箇所 47都道府県 70箇所

119 国立専門機関等において、高次脳機能障害のための認知リハビリテ 厚生労働省 ○ 「高次脳機能障害支援普及事業」において、これまで同様に支援拠点機関等全国連絡協議会、支援ｺｰﾃﾞｲﾈｰﾀｰ会議

ーション技法の確立や評価尺度の開発を推進するとともに、高次脳機 を各年2回、公開シンポジウムを年1回開催した。平成24年度は高次脳機能障害者の社会参加支援の推進に関する研

能障害者に対する都道府県単位の支援ネットワークに対する専門的な 究を高次脳機能障害支援普及事業と有機的に組み合わせることにより、地方自治体における社会参加支援体制の構

支援を行い、その支援技術の普及を図る。 築と推進に当たった。認知リハビリテーションの社会的帰結に関する全国 調査を実施することにより、認知リハ

ビリテーションの標準的実施状況の確定とその社会的帰結を明らかにした。 その結果、発症・発病後1年で約40％

が就労・就学が可能になっていると示された。この結果を通じて、どの技法を どれだけの期間実施するのか示す

とともに、その有効性を明らかにした。

○ また、全国高次脳機能障害支援普及拠点ｾﾝﾀｰである国立障害者ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝｾﾝﾀｰは、全国10のブロック会議等を通

じて、高次脳機能障害者支援の一般施策化に必要な地域支援ネットワークの構築を推進し、均てん化に努めた。そ

の結果、平成24年度の全支援拠点機関における相談件数（延べ件数）は72,011件であり、年々増加している。今後

の課題として高次脳機能障害をもつ小学生から高校生にいたるまでの年齢層での社会参加として就学が挙げられた。

○ 障害者の健康維持とＱ 120 障害者の健康維持とＱＯＬの向上のため、障害者向け医療サービス 厚生労働省 ○ 障害者の生活習慣病等に関する対策について、平成20年度から国立障害者ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝｾﾝﾀｰにおいて、「ヘルスプ

ＯＬ（生活の質）の向上 システム及び障害者の健康維持管理に関する研究開発及び普及を図る。 ロモーション事業」を開始し、障害者の生活習慣病、肥満の予防に取り込むとともに、障害者の健康教育に関する

研修会を定期的に開催し、その知識の普及を図った。また、健康の維持・増進およびＱＯＬ向上を目的として健康

増進・スポーツ外来を解説し、スポーツの普及を図るとともに、障害者アスリートの練習やメディカルチェック等

の支援を行った。さらに、「脊髄損傷者の全身持久力向上を目指した訓練マニュアル」の作成に取り組んだ。（平成

20年度～）

○ 認知症疾患に対する専 121 急増する認知症患者に対応していくため、専門医療や保健福祉サー 厚生労働省 ○ 地域における認知症医療体制の強化を図ることを目的として、関係機関との連携を図りながら、認知症の鑑別診

門医療の提供等 ビスの提供、地域連携の強化を図るとともに、情報提供を行う。 断や専門医療相談、保険医療、合併症対応、医療情報提供、介護関係者への研修等を行う認知症疾患医療センター

運営事業を実施するとともに、医療体制の充実、認知症ケアの質の向上、権利擁護に関する取組み及び地域におけ

る総合的な支援体制の構築を継続して推進していくことを目的として、認知症対策等総合支援事業を実施。なお、

平成25年度からの具体的な行動計画として「認知症施策推進５か年計画（オレンジプラン）」を策定した。
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③ 精神保健・医療施策の推進

○ 一般医のうつ病診断技 122 精神科医以外の一般医を対象にうつ病に関する研修を行い、一般医 厚生労働省 ○ かかりつけ医うつ病対応力向上研修事業

術の向上 のうつ病の診断技術の向上を図る。 うつ病の診断技術等の向上を図り、多くのうつ病患者の早期発見、早期治療を行うため、各都道府県・指定都市に

おいて、最初に診療することの多い一般内科医等のかかりつけ医に対してうつ病に関する専門的な養成研修を実施

している。

（平成20年度） （平成21年度） （平成22年度） （平成23年度） （平成24年度）

受講人数 7,216人 5,724人 4,251人 3,731人 2,951人

○ 自殺未遂者・自殺者親 123 自殺未遂者・自殺者親族等のケアのガイドラインを作成し、関係者 厚生労働省 ○ 自殺未遂者・自殺者遺族ケア対策事業

族等のケアに関する知識 に配布するなど、自殺未遂者・自殺者親族等のケアの方法について普 平成20年度に作成されたガイドライン等を踏まえ、医師、看護師、保健師等を対象に自殺未遂者に対するケア対

の普及 及させる。 策の研修を開催している。

（平成20年度） (平成21年度） （平成22年度）

自殺未遂者ケア研修 １回（東京） ３回（東京２回・大阪１回） ４回（東京・大阪２回・仙台）

自死遺族ケアシンポジウム ２回（東京・福岡） １回（東京） １回（神戸）

(平成23年度) （平成24年度）

４回（東京２回・大阪・福岡） ４回（東京、名古屋、大阪、福岡）

１回（東京）

〇 精神科医をサポートできる心理職等や職種の養成

（平成22年度）（平成23年度）（平成24年度）

認知行動療法研修 ６回 １８回 ２３回

自殺予防のための自傷行為とパーソナリティ障害の理解と対応研修 １回 １回 １回

精神科医療従事者自殺予防研修 ２回 ２回 ２回

○ 精神科救急医療体制の 124 精神障害者の緊急時における精神医療を適切に提供するため、精神 厚生労働省 ○ 精神科救急医療体制整備事業

確保 科救急情報センターや精神科救急医療施設を始めとした精神科救急医

療体制について、地域の実情に応じた確保を図る。 急性期患者への適切な医療体制を更に充実させるため、地域の実情に応じた精神科救急医療体制を強化するため

の補助事業を実施。

○ 医療刑務所におけるリ 125 医療刑務所等８施設に機能回復訓練に必要なリハビリテーション機 法務省 ○ 医療刑務所等の機能回復訓練に必要なリハビリテーション機器を整備している。

ハビリテーション機器の 器を更新整備する。

更新整備

④ 研究開発の推進

○ 再生医療の手法を取り 126 再生医療の手法を取り入れた脊髄神経機能の再獲得可能性に関する 厚生労働省 ○ 平成22年度までの研究は、引き続き、①傷害を受けた脊髄の組織レベルでの修復（ハードウェアの改善）と②神

入れた研究の推進 研究を推進する。 経回路の再学習（ソフトウェアの改善）の両面から行った。組織レベルの修復としては神経活動を支えるグリア細

胞に着目し、炎症反応制御によるグリア細胞保護が脊髄損傷後の機能改善につながる知見を得た。また、一方神経

回路に関する研究では、正常ヒトの電気生理解析から、繰り返しの他動的歩行様動作による下肢からの知覚入力が

脊髄神経回路の興奮性調節に働くことを見出した。この知見は脊髄損傷患者に対する他動的歩行訓練によって反射

経路の異常興奮性が軽減し、随意運動が可能になる可能性を示唆している。

○ 平成23年度はヒトを対象とした慢性期脊髄損傷者に対する繰り返しの他動的歩行動作訓練を開始しており、これ

までに6名の患者に対し12週間にわたる訓練実験を施行し、詳細なデータを得た
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○ 平成22年度は動物実験においては、グリア細胞の機能を追跡することを可能とする遺伝子改変マウスを導入し、

実験的脊髄損傷作成後のグリア細胞の変化を観察した。

127 細胞移植・細胞治療等によってこれまでの医療を根本的に確変する 文部科学省 ○ 独立行政法人理化学研究所や大学等の研究機関において、「再生医療の実現プロジェクト」など、関連の研究開

可能性を有する再生医療について、必要な幹細胞利用技術等を世界に先 発を着実に推進。

駆け確立し、その実用化を目指した研究開発を推進する。

○ うつ病等の精神疾患に 128 うつ病等の精神疾患の病態解明や、早期発見、治療技術に係る開発、 厚生労働省 ○ 精神疾患に関する研究

関する研究 社会復帰プログラムの開発のための研究を行い、その普及を図る。 平成21年度から、厚生労働科学研究において、うつ病の診断指標うつ病の早期発見と職場復帰、精神療法の実施

方法と有効性、精神疾患の早期介入等、うつ病等の精神疾患に関する研究を実施している。

129 少子高齢化を迎えた我が国の医療・福祉の向上等への貢献を目指し、文部科学省 ○ 独立行政法人理化学研究所や大学等の研究機関において、「脳科学研究戦略推進プログラム」など、関連の研究

アルツハイマー病やうつ病等の精神神経疾患の予防・治療法の開発な 開発を着実に推進。

どに結びつく脳科学研究や分子イメージング研究を戦略的に推進する。

○ 独立行政法人理化学研究所及び独立行政法人放射線医学総合研究所において、「分子イメージング研究戦略推進

プログラム」など、関連の研究開発を着実に推進。

厚生労働省 ○ 脳科学研究や分子イメージング研究等の基礎的研究を踏まえて、厚生労働科学研究事業として、実用化に向けた

臨床的研究を推進している。

⑤ 専門職種の養成・確保

○ 精神科医をサポートで 130 心理職等を対象とした精神医療に関する研修を行い、精神科医をサ 厚生労働省 ○ 自殺対策経費（自殺予防総合対策センター経費）

きる心理職等や専門職種 医療現場に従事している心理職等に対し、心理療法に特化した専門的な研修を行う。

の養成 ポートできる心理職等の養成を図るとともに、精神保健福祉士について （平成20年度） （平成21年度） (平成22年度) （平成23年度） （平成24年度）

資質の向上を図る。 心理職等自殺対策研修 １回 １回 １回 １回 １回

７．情報・コミュニケーション

① 情報バリアフリー化の推進

○ 障害者ＩＴ総合推進事 131 障害者のＩＴの利用・活用の機会拡大を図るため、地域におけるＩ 厚生労働省 ○ 聴覚障害者に対する情報支援機器の貸出、相談業務等を行う聴覚障害者情報提供施設の全都道府県設置に向けて、

業の実施の促進 Ｔ支援の総合サービス拠点となる障害者ＩＴサポートセンターの設置 障害保健福祉関係全国主管課長会議等を通じて各県に周知（平成24年12月末日現在44カ所）

・運営や、パソコンボランティア養成・派遣等を総合的に行う障害者

ＩＴ総合推進事業の実施を促進する。 ○ 障害者等の情報通信技術（ＩＴ）の利用機会や活用能力の是正格差を図るための総合的なサービス拠点として、

障害者ＩＴサポートセンターを設置・運営する事業を26都道府県（平成24年度）で実施。

○ 障害者に対してパソコンの使用方法等を教える人材（パソコンボランティア）の養成を25都道府県（平成24年度）

で実施。

○ 障害者が使いやすい情 132 障害者が使いやすい情報通信機器、システム等の開発・普及支援を 総務省 ○ 独立行政法人情報通信研究機構を通じ、高齢者・障害者の利便の増進に資する通信・放送サービスの充実を図る

報通信機器、システム等 行うとともに、情報通信機器等のユニバーサルデザイン化の促進を図 ための通信・放送技術の研究開発を行う者に対し、開発に必要な経費の助成を実施。

の開発・普及支援 る。 （平成20年度）（平成21年度）（平成22年度）（平成23年度）（平成24年度※）

応募数 13件 11件 13件 19件 7件

助成件数 5件 6件 8件 7件 5件

（※平成24年度以降は、国直轄事業として実施。）
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○ 独立行政法人情報通信研究機構を通じ、身体障害者の利便の増進に資する通信・放送役務の提供又は開発を行う

者に対し、その実施に必要な経費の助成を実施。

（平成20年度）（平成21年度）（平成22年度）（平成23年度）（平成24年度）

応募数 19件 21件 20件 14件 10件

助成件数 9件 7件 8件 7件 7件

○ 障害者の利用するＩＴ 133 高齢者・障害者の利用するＩＴ機器に関するＪＩＳ規格について、 経済産業省 ○ 高齢者・障害者の利用するＩＴ機器に関するＪＩＳのうち、電気通信機器に関する指針を規定したJIS X8341-4に

機器に関するＪＩＳ規格 国際規格の動向にあわせ、必要に応じて見直しを行う。 ついて改正を行った。また、情報処理装置に関する指針を規定したJIS X8341-2について改正作業を進めているとこ

の適切な見直し ろである。

○ ホームページ等のバリ 134 ホームページ等のバリアフリー化の推進のための普及・啓発を推進 総務省 ○ 行政情報の電子的提供業務及び電子申請等受付業務の業務・システム最適化計画において、各府省は、ウェブコ

アフリー化に係る普及・ する。 ンテンツ（掲載情報）に関する日本工業規格（JISX8341-3）を踏まえた高齢者・障害者に配慮したホームページの

啓発の推進 作成等を進めることとしている。また、e-Govについても、画像情報への適切な代替テキスト情報の付与、音声読み

上げ、文字拡大等に対応可能としたHTMLページの作成を実施している。

○ 政府広報関連ウェブサ 135 政府広報関連ウェブサイトの障害者対応を進めるため、「政府イン 内閣府 ○ 平成20年10月に「政府インターネットテレビ」へ字幕スーパーを導入し、平成21年3月に「政府広報オンライン」

イトの障害者対応推進 ターネットテレビ」への字幕スーパーを挿入するとともに、「政府広報オ の文字サイズ拡大機能・文字読上げツールを付加した。 (平成20年度に達成)

ンライン」に文字サイズの拡大機能や文字読上げツールを付加する。

○ 関係行政機関による障 136 関係行政機関の実施する障害者施策に係る制度等について、障害者 内閣府 ○ 毎年、各府省の障害者施策について記載した障害者白書を発行するとともに、要点をまとめた概要版及び、視覚

害者にとって分かりやす に十分配慮した、分かりやすい広報を推進する。 障害者に配慮した点字版を作成し、地方自治体、特別支援学校等に配布している。

い広報の推進

法務省 ○ 日本司法支援センターのホームページに、高齢者や障害のある利用者に配慮し、「音声読み上げ・文字拡大」表

示機能を付している。また、同センターでは、高齢者や視覚障害のある利用者に配慮した文字の大きなパンフレッ

トや点字パンフレット、知的障害のある利用者に配慮した分かりやすい表現・デザインのパンフレットを作成し、

関係機関等に配布しているほか、手話や字幕スーパー、音声ガイダンス機能を付した広報用DVDを製作している。

（障害者向けパンフレットの作成につき，平成22年度～）

○ 人権啓発活動ネットワーク協議会ホームページ（全国５０協議会）において、高齢者や障害者を含めた多くの方

が、ホームページを利用しやすいように、ウェブ・アクセシビリティ支援ツール「WebUD」を導入している。本ツー

ルをダウンロードすることで、ホームページ画面の表示の拡大、音声での読み上げなどをすることができる。

文部科学省 ○ 文部科学省ウェブサイトは、平成21年1月コンテンツ・マネジメントシステムを導入した。その際、誰もが負担な

く情報を取得できるよう、JIS X 8341-3（日本工業規格：高齢者・障害者等配慮設計指針－ 情報通信における機

器，ソフトウェア及びサービス－ 第３部：ウェブコンテンツ）にもとづいたテンプレートを開発したことで、以後、

アクセシビリティに配慮したコンテンツを量産していけるようになった。また、アクセシビリティを継続的に向上

していけるようアクセシビリティガイドラインを策定し、運用面の整備も行った。平成25年3月には、日本工業規格

（JISX8341-3:2010）に基づくウェブアクセシビリティ方針を策定し、ホームページで公開した。

防衛省 ○ 防衛省ホームページにおいて、音声読み上げツールの導入、PDF形式のコンテンツのテキスト形式への移行、画像

情報へのテキスト文の貼り付け、文字サイズ変更ボタンの設置 、閲覧しているページがどの階層に位置しているか

を示した情報の提供等、できる限り障害者用ブラウザに対応するよう配慮。

○ 平成25年3月には、防衛省ホームページのJISX 8341-3:2010に基づくアクセシビリティ診断を実施。
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② 社会参加を支援する情報通信システムの開発・普及

○ 電子投票の実施の促進 137 電子投票システムの技術的な課題や導入団体の実施状況についての 総務省 ○ 電子投票による選挙の執行に要する経費について特別交付税措置を講じているほか、電子投票システムの型式に

調査分析を引き続き行い、地方公共団体に対して必要な情報を提供し、 ついて検査の申し出があった場合には、技術的条件に係る適合確認を実施する。

電子投票の実施の促進を図る。

○ 日常生活用具給付等事 138 情報・意思疎通支援用具の給付などを行う日常生活用具給付等事業 厚生労働省 ○ 障害保健福祉関係主管課長会議等において、実施にあたっては地域の実情や障害者等のニーズを踏まえた上で、

業の適正な運用の促進 の市町村における適正な運用を促進する。 効率的・効果的な事業展開について、情報提供等を行うなどにより適正な運用を図る

○ テレワークの普及・ 139 「テレワーク人口倍増アクションプラン」（平成19年５月29日テレ 総務省 ○ 障害者や高齢者等多様な人材の就業機会の拡大及び積極的な社会への参画を促進するため、ICTを活用したテレワ

啓発の推進 ワーク推進に関する関係省庁連絡会議決定）を着実に推進するなど、 ークシステムに関する実証実験（平成22年度まで）、環境整備税制によるテレワーク導入企業に対する支援措置（平

テレワーク普及に向けた総合的な支援環境の整備を図り、通勤困難者 成22年度まで）、テレワーク導入に向けた課題の調査・抽出及び解決方策の検討（平成23年度）、テレワークセキュ

でも仕事が可能となるテレワークの普及・啓発を推進する。 リティガイドラインの改訂、テレワーク導入を検討する企業への専門家派遣やセミナー開催等（平成24年度～）の

取組を総合的に実施。

厚生労働省 ○ 障害者を含む労働者の在宅勤務についての普及や雇用管理等に対する支援、企業がテレワーク等を行う在宅就業

障害者に仕事を発注する場合の特例調整金・特例報奨金の支給等を実施。

○ ユビキタスネット技術 140 年齢・身体等の壁を乗り越え、高齢者や障害者を始め人にやさしい 総務省 ○ 少子高齢化社会における様々な社会的課題の解決に資するため、ユビキタスネットワーク技術とロボット技術の

の研究開発の推進 サービスを実現するためのユビキタスネット技術の研究開発を推進す 一層の融合を図りつつ、特に高齢者や障害者を対象としたロボットサービスに必要な機能を実現し、その幅広い普

る。 及促進を図ることを目的として高齢者・障害者（チャレンジド）のためのユビキタスネットワークロボット技術の

研究開発を平成21年度より実施している。平成24年度は、実証実験を実施した。

○ 障害者が障害を意識す 141 脳からの情報を用いて、障害者が障害を意識することなく使えるコ 厚生労働省 ○ ブレイン－マシン・インターフェイス（BMI)）を用いてワープロを駆使することで意思伝達を可能にする実証研

ることなく使える情報コ ミュニケーション機器を開発するための研究を実施する。 究をALSの患者で実施した。開発した器機が実験室でなく、病院や自宅でも使用可能であることを確認した。病院や

ミュニケーション機器の 自宅でもその有効性から障害者自立支援器機として実用化が視野に入った。また、投票や署名といった社会活動に

研究開発 必須の活動についてもBMIにより可能になることを確認した。（平成20年度～）

③ 情報提供の充実

○ 聴覚障害者情報提供施 142 聴覚障害者情報提供施設について、全都道府県での設置を目指し、 厚生労働省 ○ 聴覚障害者に対する情報支援機器の貸出、相談業務等を行う聴覚障害者情報提供施設の全都道府県設置に向けて、

設の整備の促進 その整備を促進する。 障害保健福祉関係全国主管課長会議等を通じて各県に周知。（平成24年12月末日現在44カ所）

○ 字幕番組、解説番組及 143 ＮＨＫ総合及び在京キー５局等において、字幕付与可能なすべての 総務省 平成24年度における字幕放送等の実施状況（デジタル放送）は以下のとおり。

び手話番組の制作の促進 放送番組（注１）に字幕を付与する。 〇 字幕放送（対象放送時間に占める字幕放送時間の割合）

また、ＮＨＫ総合及び在京キー５局等において、対象の放送番組

（注２）の10％、ＮＨＫ教育において、対象の放送番組の15％に解説を ＮＨＫ（総合） ８３．５％

付与する。

注１）複数人が同時に会話を行う生放送番組など技術的に字幕を付すこ ＮＨＫ（教育） ５５．３％

とができない放送番組等を除く７時から24時までのすべての放送

番組に範囲を拡大 在京キー５局 ９３．３％

注２）権利処理上の理由等により解説を付すことができない放送番組を

除く７時から24時までのすべての放送番組 在阪準キー４局 ９２．０％ ※２週間のサンプル週における平均値。

〇字幕放送時間の割合

ＮＨＫ総合100％、在京キー５局平均77.8％〔18年度〕→ 100％〔29年度〕
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○解説放送時間の割合 ○ 解説放送（対象放送時間に占める解説放送時間の割合）

ＮＨＫ総合3.7％、ＮＨＫ教育8.8％、在京キー５局平均0.3％〔18年度〕

→ ＮＨＫ総合及び在京キー５局等10%、ＮＨＫ教育15％〔29年度〕 ＮＨＫ（総合） ９．４％

ＮＨＫ（教育） １２．４ ％

在京キー５局 ４．３％

在阪準キー４局 ４．３％

144 字幕番組、解説番組及び手話番組の制作費に対する必要な助成を行 総務省 平成20～24年度の番組の制作に対する助成状況は以下のとおり。

う。 (平成20年度）（平成21年度）（平成22年度）（平成23年度）（平成24年度）

○ 字幕番組助成本数：11,890本 12,510本 33,131本 35,160本 52,109本

○ 手話番組助成本数： 660本 667本 1,767本 1,387本 1,218本

○ 解説番組助成本数： 72本 55本 267本 432本 782本

○ 映画の字幕付与の促進 145 日本の映画の字幕付与について、映画関係団体とともに引き続き取 経済産業省 ○ (一社）日本映画製作者連盟および（一社）日本映像ソフト協会に対して、日本語字幕付与に向け、協力要請及び

組を促進する。 ヒアリングを行っている。

（※なお、大手映画製作者からなる、一般社団法人日本映画製作者連盟において、２０１２年に製作した映画は

８1本のうち、約６割に相当する５０本が日本語字幕対応済み）

また、新しい技術を活用することにより、映画の観客の需要にあわせて、字幕の付いた作品を楽しめる環境を整

備することが可能になりつつある。経済産業省が２０１１年度に調査と審議を行い策定した、技術戦略マップ２０

１２（コンテンツ分野）において、コンテンツを場所や個人の状況に応じて適応処理する技術が、産業界で重点的

に開発されるべき技術として位置づけられた。その試験的な取り組みとして、２０１１年１０月に行われたデジタ

ルコンテンツＥＸＰＯ２０１１では、既存の３Ｄディスプレイと互換の方法で、裸眼の視聴者と特定の視聴者に向

けて異なる情報を表示することができるディスプレイシステムを展示した。

○ 視覚障害者用図書情報 146 視覚障害者がＩＴを利用して、自宅から点字図書や録音図書の検索 厚生労働省 ○ 視覚障害者が必要とする点字、音声情報を速やかに電子媒体で提供できるよう、全国の点字図書館の図書情報（点

ネットワーク運営事業等 や貸出予約等を行うことができる「視覚障害者用図書情報ネットワー 字・録音）等をネットワークで一元的に管理する視覚障害者情報総合システム「サピエ」を構築し、点字図書や録

の利用の促進 ク運営事業」等の利用を促進する。 音図書をはじめ、暮らしに密着した地域情報等についても、情報提供を可能とし、利用促進を図っている。

○ 視覚障害者を対象とし 147 視覚障害者向け資料「音声広報ＣＤ」及び「点字広報誌」について、 内閣府 ○ 平成24年度については、6回（5月、7月、9月、11月、1月、3月)音声広報CD及び点字広報誌を発行するとともに、

た広報の充実 引き続き発行する。 新たに2回（9月、3月）文字サイズを大きくした活字広報誌を発行し、全国の視覚障害者情報提供施設、盲人会連

合、盲学校、都道府県立図書館、地方公共団体等に配布。

148 また、広報媒体の特性等に応じて可能なものについて、音声コード 内閣府 ○ 平成22年度「障害者週間の集い」（12月３日）において、音声コード入りパンフレットを作成し、参加者に配布

の活用に配慮する。 した。以降（「障害者フォーラム」と改称）実施。
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法務省 ○ 日本司法支援センターにおいて、音声読み上げ機器に対応した「SPコード」を印字したパンフレットなどを作成

している。

また①各種人権啓発冊子や特別支援学校卒業予定者向け広報用リーフレット、②全国の児童・生徒に配布してい

る相談用の便箋兼封筒には音声コードを導入している。（①は平成22年度から、②は平成23年度から）

厚生労働用 ○ 毎年開催の全国会議等において、障害者への行政情報の提供にあたっては、福祉分野のみならず様々な分野につ

いて「音声コード」の積極的な活用と周知を依頼し、関係団体が実施している情報支援機器の展示会、音声コード

普及キャンペーン等に対する後援等を行っている。

○ 平成18年度補正予算において、自治体や公立病院等の公的機関の窓口に視聴覚障害者に対する情報支援機器等の

整備を行う事業を盛り込み、また、平成20年度補正予算においては、新たに自治体において音声コード普及のため

の研修及び広報等を行う事業を追加し実施

。

○ 障害者の自立した食生 149 障害者の自立した食生活の実現のための関連情報の提供を推進する。農林水産省 ○ 障害者を対象に「食事バランスガイド」の内容や食事への活用方法について、点字などによる情報提供を実施。

活の実現に資する情報提 （平成21年度まで）

供の推進

○ 障害者の情報へのアク 150 障害者の情報へのアクセスに配慮した著作権制度の在り方について 文部科学省 ○ 文化審議会著作権分科会において、映像資料等への字幕付与を著作権者の許諾なく行えることとすること等の課

セスに配慮した著作権制 検討を進め、必要に応じて法整備を行う。 題について検討を行い、平成21年１月には、障害者の情報アクセス保障の観点から、障害等により著作物の利用が

度の在り方の検討 困難な者を可能な限り権利制限の対象に含めるとともに、複製等の主体、方式についてもそれに応じて拡大する方

向で、速やかに処置を講じることが適当との内容を盛り込んだ報告書を取りまとめている。これを踏まえ、同年３

月にこの内容を含む改正著作権法が成立した。（平成22年1月1日から施行）。

④ コミュニケーション支援体制の充実

○ 手話通訳者等の養成、 151 手話通訳者、盲ろう者通訳・介助員等の養成を図るとともに、地域 厚生労働省 ○ コミュニケーション支援事業については、市町村の必須事業として位置付け推進しているが、地域における体制

派遣の促進 における視聴覚障害者のニーズに応じた手話通訳者の派遣等を行うコ 整備が整っていないため、未だ、実施市町村数が7割強に留まっている状況にある。

ミュニケーション支援事業の適正な運用を促進する。 コミュニケーション支援事業の円滑な実施には人材の養成が重要であることから、平成24年6月に障害者自立支援

法を改正し、手話通訳者、要約筆記者及び盲ろう者向け通訳・介助員の養成を新たに都道府県の地域生活支援事業

の必須事業とするなど、コミュニケーション支援の強化を図ることとしている。（平成25年4月1日施行）

８．国際協力

① 国際協力の推進

○ 政府開発援助を通じた 152 独立行政法人国際協力機構（ＪＩＣＡ）等を通じた研修員の受け入 外務省 ○ 技術協力の分野では、開発途上国の障害者支援に携わる組織・人材の能力向上を目的として、独立行政法人国際

国際協力の推進 れ、技術協力プロジェクト等を実施する。【平成２３年度に関しては 協力機構（JICA）を通じて研修員の受入れや専門家及び青年海外協力隊の派遣など幅広い協力を行っている。

集計中（平成２５年４月中旬に掲載予定）】 平成24年度には障害者スポーツリーダー育成コースをはじめ16の研修コースを本邦において実施し、研修員155人

を受け入れた他、専門家64人、養護教員・理学療法士・作業療法士等の青年海外協力隊員67人、シニア海外ボラン

ティア20名の派遣などを行った。

（平成20年度）（平成21年度）(平成22年度)(平成23年度)(平成24年度)

受け入れ研修員（障害者リーダー育成コース等） 122人 103人 90人 183人 155人

専門家派遣 52人 70人 79人 76人 64人

青年海外協力隊（養護教員・理学療法士・作業療法士等）76人 105人 131人 65人 67人

シニア海外ボランティア派遣（同） 27名 22名 14人 6人 20人
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153 また、草の根・人間の安全保障無償資金協力を通じた支援を実施す 外務省 ○ 平成24年度においては、草の根・人間の安全保障無償資金協力により、51件の障害者関連援助を、NGO・教育機関

る。【平成２３年度に関しては集計中（平成２５年４月中旬に掲載予 ・地方公共団体等に対し実施した。

定）】 (平成20年度)(平成21年度)（平成22年度）(平成23年度)（平成24年度）

障害者関連援助 60件 49件 45件 39件 51件

154 さらに、日本ＮＧＯ連携無償資金協力及びＮＧＯ事業補助金を通じ 外務省 ○ NGOとの連携強化の重要性を認識し、NGO支援として、平成24年度には日本NGO連携無償資金協力により7件、JICA

た支援を実施する。 草の根技術協力事業により10件の障害者関連事業に対し支援を実施した。

（平成20年度）（平成21年度）（平成22年度）（平成23年度）（平成24年度）

日本NGO連携無償資金協力 ３件 ７件 4件 11件 ７件

JICA草の根技術協力事業 ９件 ９件 ９件 ９件 10件

② 障害者問題に関する国際的な取組への参加

155 国連アジア太平洋経済社会委員会（ＥＳＣＡＰ）における障害者対 外務省 ○ 日本エスカップ協力基金（JECF）を通じた活動支援を実施しており、平成24年度には約16万ドルの支援を行った。

策分野での協力を推進する。【平成２３年度に関しては集計中（平成 （平成20年度）（平成21年度）（平成22年度）（平成23年度）（平成24年度）

２５年４月中旬に掲載予定）】 約16万ドル 約16万ドル 約16万ドル 約16万ドル 約16万ドル

156 また、国連障害者基金への拠出を実施する。【平成２３年度に関し 外務省 ○ （46,642米ドル）平成24年度には2,130千円（26,292米ドル）を拠出した。

ては集計中（平成２５年４月中旬に掲載予定）】 （平成20年度） （平成21年度） （平成22年度） （平成23年度）

5,271千円 4,804千円 3,162千円 2,600千円

（46,642米ドル） （46,642米ドル） （33,630米ドル） （29,206米ドル）

157 さらに、「障害者の権利に関する条約」について、可能な限り早期 外務省 ○ 早期の締結を目指し、所要の準備を行ってきている。

の締結を目指して必要な国内法令の整備を図る。

③ 情報の提供・収集

○ 国立特別支援教育総合 158 発達障害を含め障害のある子どもへの教育的支援を図るため、独立 文部科学省 ○ 独立行政法人国立特別支援教育総合研究所において、諸外国の特別支援教育事情等を紹介する「世界の特別支援

教育」を刊行し、各都道府県等に配布するとともに、研究所ホームページに掲載。また、国内外の特別支援教育の

研究所における国内外へ 行政法人特別支援教育総合研究所において、国外の教育情報を収集す トピックス等をまとめた「NISE Newsletter」やアジア太平洋特別支援教育セミナーの各国レポートをまとめた「特

の教育情報の提供 るとともに、我が国の特別支援教育に関する情報等を国外に提供する。 別支援教育ジャーナル」を刊行し、関係国、各都道府県等に配布するとともに、研究所ホームページに掲載。（平

成22年度まで）

○ 平成22年度まで刊行していた英文樹紀要、特別支援教育ジャーナル及びNISE Bulletinとして研究所ホームページ

に掲載した（平成23年度～）

※Ｐ２６の「重点的に実施する施策及びその達成目標」番号１０６の「○就労継続支援の利用者数」の就労継続支援計画開始前の数値「1.1万人日分」を83.1万人日分に訂正します。誤植によるものです。（平成24年10月18日）

※Ｐ３６の「重点的に実施する施策及びその達成目標」番号１５２～１５６までの平成２３年度に関する進ちょく状況については集計中で、平成25年４月中旬に掲載予定です。


